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この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
支出負担行為担当官
警察庁長官官房会計課理事官 重成 麻利

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 13
〇第 132 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 購入等件名及び数量 「情報技術解析用端
末（高性能型）87式」外１点
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。
 本案件は、電子調達システム（政府電子調
達（ＧＥＰＳ））対象調達案件である。ただし、
電子調達システムにより難い場合には、紙に
よる入札ができるものとする。詳細について
は、入札説明書による。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

 令和７・８・９年度内閣府競争参加資格
（全省庁統一資格）において「物品の製造」
又は「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣの等級に
格付けされている者であること。
 警察庁から指名停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。
 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質
的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる
者として、国発注業務等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1008974 東京都千代田区霞が関２

１２ 警察庁長官官房会計課調達係 円城
寺弘明 電話0335810141 内線2298
 入札説明書の交付方法 本公告日から調達
ポータル上にてダウンロード可能。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
UAA01/OAA0101

 入札書の提出期限 令和７年11月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年11月26日14
時00分 警察庁長官官房会計課入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加を希望する者は、入札書のほかに２の
を証明する書類を提出期限までに電子調達シ
ステムにより提出しなければならない。ただ
し、電子調達システムにより難い場合には、
３のに示す場所に提出期限までに提出しな
ければならない。入札者は、提出した書類に
関し警察庁から説明を求められた場合は、そ
れに応ずる義務を有するものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要

 落札者の決定方法 本公告に示した示した
物品を納入できると支出負担行為担当官が判
断した入札者であって、予算決算及び会計令
第79条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SHIGENARI Mari, Fi‑

nance Division, Commissioner‑General's

Secretariat, National Police Agency.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Digital Analysis Equipment

(High Performance Model) 87 Sets, and the

other 1 item.

 Delivery period : As shown in the tender

documentation.

 Delivery place : As shown in the tender

documentation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tenders are

those who :

 Do not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, persons under conservatorship or

persons under assistance who have ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause.

 Do not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 Have Grade A, B or C Manufacture of

product or Sale of product in terms of

the qualification for the participation in

tenders by Cabinet Office (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in

the fiscal years 2025, 2026, and 2027.
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 Are not being suspended from Trans‑

actions by request of National Police

Agency.

 Are not the business entities whose ma‑

nagement is substantially influenced by a

gangster or the person who has exclusion

request from the Japanese government

and the state concerned still continues.

 Time‑limit for Tender : 17 : 00 25 Nov‑

ember, 2025

 Contact point for the notice : ENJOJI

Hiroaki, Finance Division, Commissioner‑

General's Secretariat, National Police

Agency, 212 Kasumigaseki Chiyoda‑ku
Tokyo 1008974 Japan. TEL 033581
0141 ext. 2298

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房会計課長 藤田 正人

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 184 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27、101
 購入等件名及び数量 リモート環境整備に
係るパーソナルコンピュータ等及びパーソナ
ルコンピュータに係る通信回線の供給 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 仕様書による。
 履行場所 法務省大臣官房会計課長が指定
する場所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」、「物品の販
売」又は「役務の提供等」においてＡ又はＢ
の等級に格付けされた者であること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008977 東京都千代田区霞が関１

１１ 法務省大臣官房会計課調達第一係
森合 智哉 電話0335804128
 入札説明書の交付方法 電子調達システム
にて公告日より交付する。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
 入札書の受領期限 令和７年11月６日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年11月７日14
時00分 法務省大臣官房会計課入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示す証明
書等を作成し、提出期限までに提出しなけれ
ばならない。提出された証明書等を支出負担
行為担当官が審査した結果、この公告に示し
た業務を履行することができると認められた
者に限り、入札に参加することができるもの
とする。なお、開札日の前日までの間におい
て、支出負担行為担当官から提出した証明書
等に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
支出負担行為担当官
出入国在留管理庁次長 内藤惣一郎

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 購入等特定役務及び数量 石垣港クルーズ
ターミナル及び福岡空港事務室への外国人出
入国情報システム用端末等の増配備 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 仕様書のとおり。
 履行場所 出入国在留管理庁次長が指定す
る場所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

 入札の無効 この公告に示した競争参加資
格のない者がした入札及び入札に関する条件
に違反した入札は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 電子調達システムの利用 電子調達システ
ムを利用することができる案件である。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUJITA Masato, Ob‑

ligating officer Director of the Finance Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27, 101

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Supply of equipment including

personal computers and communication

lines relate to improvement of remote ac‑

cess environment, 1 set

 Delivery period : The period will be spe‑

cified later.

 Delivery place : The place will be specifi‑

ed later.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : ⒜Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause. ⒝
Not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting. ⒞Have Grade A or B Manu‑
facture of products, Sale of products or

Offer of services, etc. in terms of the qua‑

lification for participating in tenders laid

down by Ministry of Justice (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) for

the purpose of procurement in the fiscal

year of 2025, 2026, 2027. ⒟Meet the qualifi‑
cation requirements which the Obligating

Officer may specify in accordance with Ar‑

ticle 73 of the Cabinet Order.

 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM 6 No‑

vember 2025

 Contact point for the notice : TOMOYA

Moriai, Procurement Section, Finance Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo 1008977 Japan. TEL 033580
4128
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」、「物品の販
売」又は「役務の提供等」においてＡ又はＢ
の等級に格付けされた者であること。
上記資格の申請の時期及び場所は、全省庁
統一資格審査申請の方法による。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1008973 東京都千代田区霞が関１

１１ 出入国在留管理庁総務課システム予
算係 長田、美濃 電話0335927516
 入札説明書の交付方法 電子調達システム
及び上記３のの場所にて公告日より交付す
る。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
 入札書の受領期限 令和７年11月21日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年11月25日15
時00分 電子調達システム及び出入国在留管
理庁入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金の納付 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、この公告に示した物品
の具体的な納品仕様書等を指定期日までに提
出しなければならない。また、開札日の前日
までの間において、支出負担行為担当官から
当該書類に関し説明を求められたときは、こ
れに応じなければならない。

 入札の無効 この公告に示した競争参加資
格のない者がした入札及び入札に関する条件
に違反した入札は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 電子調達システムの利用 本件は、電子調
達システムを利用することができる案件であ
る。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NAITO Soichiro, Ob‑

ligating officer Director of the Deputy Com‑

missioner Immigration Services Agency.

 Classification of the services to be re‑

quired : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Supply of equipment for Foreign‑

ers Entry and Departure Information Sys‑

tem for the Ishigaki Port Cruise Terminal

and Fukuoka Airport Office, 1 set

 Fulfillment period : The period will be

specified later.

 Fulfillment place : The place will be spe‑

cified later.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause. 
Not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting. Have Grade A or B Manu‑
facture of products Sale of products or

Offer of services in terms of the qualifica‑

tion for participating in tenders laid down

by Ministry of Justice (Single qualification

for every ministry and agency) for the pur‑

pose of procurement in the fiscal year of

2025, 2026, 2027. Meet the qualification
requirements which the Obligating Officer

may specify in accordance with Article 73

of the Cabinet Order.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 21 No‑

vember, 2025

 Contact point for the notice : Budget Unit

related to Information Systems, General

Affairs Division, Immigration Services

Agency 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo 1008973 Japan. TEL 033592
7516

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 吉田 一生

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量

感染症サーベイランスシステム改修業務
（令和７年度）一式
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約日から令和８年３月31日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は総価で行う。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「役務の提供等」でＡ
又はＢ等級に格付けされ、関東・甲信越地域
の競争参加資格を有する者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第一係 岸添 電話0352531111（内線
7918）
※入札説明書は、調達ポータルサイトにおい
て入手すること。

 入札説明会の日時及び場所 令和７年10月
15日（質問等はメール・電話で対応）
 入札書の提出期限 令和７年11月25日11時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月３日14
時00分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）
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４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を
提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YOSHIDA Kazunari, the

Obligating Officer, Director of Accounts Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour andWelfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : A set of Modification of the sys‑

tem for the National Epidemiological Sur‑

veillance of Infectious Diseases (R7)

 Services period : From a contract day to

March, 31, 2026

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clauseNot
come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting Are not being suspended from
transactions by request of the officials in

charge of contractHave Grade A or B
on offer of services etc. in the Kanto‑

Koshinetsu Area in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027 Prove to
have no false statement in tendering docu‑

ments Prove neither the business condi‑
tion nor credibility is deteriorating Meet
the qualification requirements which the

Obligating Officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the Cabinet Order

 Time‑limit for tender : 11 : 00 November,

25, 2025

 Contact point for the notice : KISHIZOE

Procurement Section, Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Health,

Labour and Welfare, 122 Kasumi‑
gaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916 Japan
TEL 0352531111 (ext. 7918)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
支出負担行為担当官
北海道開発局札幌開発建設部長 平山 大輔
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発札幌第 14 号（№14）
１ 調達内容
 品目分類番号 21
 調達件名及び数量
札幌開発建設部管内 ＬＥＤ道路照明賃貸
借 一式（電子入札対象案件）（電子契約対象
案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結の翌日から令和12年３
月31日まで（ただし、賃貸借品の設置期限及
び賃貸借期間は仕様書のとおり）
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札価格は、本調達に要する一
切の諸経費（灯具等の引渡しに関する一切の
費用を含む）を含む仕様書記載の予定数量に
係る総額を記載するものとする。なお、落札
決定に当たっては、入札書に記載された金額
に当該金額の100分の10に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てた金額）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を記載し
た入札書を提出すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 申請書等の提出者は、入札説明書に掲げる
資格を満たしている単体企業又は共同体であ
ること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争

参加者の資格に関する公示」（令和７年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入札説明書等の交付を受け
た者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0608506 札幌市中央区北２条西19丁目
北海道開発局札幌開発建設部契約企画課上
席専門官 渡邉 直人 電話0116110269
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和７年11月４日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和７年12月
１日12時00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月３日10
時00分 北海道開発局札幌開発建設部入札室
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和７年 10 月３日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 橋本 雅道

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
Ｒ７ＰＤＦ編集ソフトウェアライセンス購
入（電子調達システム対象案件）
JUST PDF 6 pro 4865ライセンス
JUST PDF 6 proインストールメディア
１枚
 調達件名の特質等 入札説明書による
 納入期限 令和８年２月27日まで
 納入場所 埼玉県さいたま市中央区新都心
２１ 関東地方整備局
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
入札回数は原則２回を限度とするが、場合
によっては３回目を執行することがある。な
お、やむを得ない場合を除き予算決算及び会
計令第99条の２に基づく随意契約には移行し
ない。

 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用
 電子調達システムによる入札参加を希望
する場合は、電子証明書を取得しているこ
と。
 電子調達システムによりがたい場合は、
証明書等とともに紙入札方式参加願及び紙
契約方式承諾願を提出すること。

２ 競争参加資格
 入札参加者に要求される資格
 基本的要件
 予算決算及び会計令第70条及び第71条
の規定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参
加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」
のＡ又はＢ等級に格付けされた関東・甲
信越地域の競争参加資格を有する者であ
ること。
なお、「競争参加者の資格に関する公
示」（令和７年３月31日付官報）に記載さ
れている時期及び場所で競争参加資格の
申請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法に
基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者（競争参加者の資格に関する公示
に基づきの競争参加資格を継続する為
に必要な手続きを行った者を除く。）でな
いこと。
 証明書等の提出期限の日から開札の時
までの期間に、関東地方整備局長から指
名停止を受けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する者又はこれに準ずるものと
して、国土交通省公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者
でないこと。
 支出負担行為担当官から入札説明書の
交付を受けた者であること、又は電子調
達システムから入札説明書を直接ダウン
ロードした者であること。
 実績に関する要件 平成22年度以降
に、ＰＣにインストールするソフトウェ
アを１回の契約で500ライセンス以上納
品した実績があること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HIRAYAMA Daisuke,

Director of Sapporo Development and Con‑

struction Department of Hokkaido Region‑

al Development Bureau

 Classification of the services to be pro‑

cured : 21

 Nature and quantity of the services to be

required : LED road lighting 1 set

 Fulfillment period : From the next day of

contract through 31 March 2030 (however

the deadline of the lease product for setting

and the lease term according to the spe‑

cifications)

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 be the single company or the co‑

nsortium which meets the qualification

stipulated in the tender manual

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension

of nomination by Director‑General,

Hokkaido Regional Development Bureau

during the time of tender opening from

time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for

the qualification

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 4 November 2025

 Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 1 De‑

cember 2025

 Contact point for the notice : WATA‑

NABE Naoto, Senior Officer, Products and

Services Division, Sapporo Development

and Construction Department of Hokkaido

Regional Development Bureau, Nishi 19,

Kita 2, Chuo‑ku, Sapporo, Hokkaido, 060
8506, Japan TEL 0116110269
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３ 証明書等及び入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ、契約条項を示
す場所及び問い合わせ先
政府電子調達システム（ＧＥＰＳ）
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１ 関東地方整備局総務部契約課購買
第一係 小山 陸也 電話0486013151
内線2537
 入札説明書の交付期間、交付場所及び交付
方法
 交付期間 令和７年10月３日から令和７
年12月８日までとする。
 交付場所及び交付方法 電子調達システ
ムにより交付する。（質問回答等を、電子調
達システムの調達資料ダウンロード機能を
用いて行うため、資料のダウンロードの際
に「ダウンロードした案件について訂正・
取消が行われた際に更新通知メールの配信
を希望する」にチェックを入れること。）ダ
ウンロード方法については、次に記載する
関東地方整備局ウェブサイトを参照のこ
と。
https://www.ktr.mlit.go.jp/nyuusatu/

index00000050.html

やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者は、
上記に問い合わせること。受付期間は令
和７年10月３日から令和７年12月５日まで
の土曜日、日曜日及び休日等（行政機関の
休日に関する法律（昭和63年法律第91号）
第１条第１項に規定する行政機関の休日
（以下「休日」という。））を除く毎日、９
時15分から18時00分まで（最終日は16時ま
で）とする。

 証明書等の提出期限、提出場所及び提出方
法
 提出期限 令和７年11月14日13時00分
 提出場所
 電子入札の場合・・電子調達システム
 紙入札方式の場合・・３に同じ
 提出方法
 電子入札の場合 電子調達システムに
より提出すること
 紙入札方式の場合 持参又は書留郵便
等（書留郵便及び「民間事業者による信
書の送達に関する法律」（平成14年法律第

99号）第２条第６項に規定する一般信書
便事業者若しくは同条第９項に規定する
特定信書便事業者の提供する同条第２項
に規定する信書便のうち、引き受け及び
配達記録をした信書便をいう。）にて提出
すること。
ただし、押印を省略した証明書等につ
いては、電子メールによる提出を認める。
なお、押印を省略する場合は、「責任者
及び担当者」の氏名及び連絡先を証明書
等に必ず記載し、送信後、提出期限内に
電話で着信確認を実施すること。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
 提出期限 令和７年12月５日16時00分
 提出場所
 電子入札の場合・・電子調達システム
 紙入札方式の場合・・３に同じ
 提出方法
 電子入札の場合・・３に同じ
 紙入札方式の場合・３に同じ
※押印を省略した入札書であっても電子
メールによる提出は認めない

 開札の日時及び場所 令和７年12月８日10
時00分 さいたま新都心合同庁舎２号館 国
土交通省関東地方整備局入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、証明書等を３の提出期限までに、
３に示すＵＲＬに提出しなければならな
い。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を３の提出期限まで
に、３に示す場所に提出しなければなら
ない。
 開札日の前日までの間において支出負担
行為担当官から証明書等の内容に関する照
会があった場合には、説明しなければなら
ない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者のした入札、証明書等に虚偽の
記載をした者のした入札、入札に関する条件
に違反した入札、記名を欠く入札（押印を省
略する場合、「本件責任者及び担当者」の氏

名・連絡先の記載がない入札）は無効とする。
（入札説明書、関東地方整備局競争契約入札
心得、一般競争入札（電子調達システム）に
際しての注意事項参照）
 契約書の作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象案件である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える
ものとする。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Masa‑

michi Director General of Kanto Regional

Development Bureau

 Classification of the products to be Pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Software license for govern‑

ment 1 set.

 Delivery period : 27 February, 2026.

 Delivery place : 21 Shintoshin, Chuo‑
ku, Saitama City, Saitama Prefecture

Kanto Regional Development Bureau.

 acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 have Grade A or B on sale of product

in Kanto Koushinetsu Area in terms of

qualification for participating in tenders

by Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal year 2025／2026／2027

 not be under suspension of nomination

by Director General of Kanto Regional

Development Bureau from Time‑limit for

the submission of application forms and

relevant documents for qualification to

Bid Opening.

 not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly.

 Since fiscal year 2010, there is a record

of delivering more than 500 licenses of

PC‑installed software in a single con‑

tract.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 13 : 00 14 November, 2025

 Time‑limit for tender : 16 : 00 5 Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : KOYAMA

Rikuya No. 1 Purchase Section, Contract

Division, General Affairs Department,

Kanto Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism, 21 Shintoshin Chuo‑Ku, Sai‑
tama‑Shi, Saitama‑Ken, 3309724 Japan,
TEL 0486013151 ex. 2537

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 森本 輝

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
１ 調達内容
 品目分類番号 21 15
 調達件名及び数量（電子調達システム対象
案件）
 令和７年度 名古屋国道事務所三河地区
ＬＥＤ道路照明賃貸借
 令和７年度 中部地方整備局無線ＬＡＮ
装置購入一式
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 調達件名の特質等 入札説明書による。
 賃貸借期間及び履行期限 上記１の件名
ごと次のとおりとする。
の賃貸借期間 令和８年７月１日から令和
12年３月31日まで（詳細は入札説明書によ
る）
の納入期限 令和８年３月27日まで
 賃貸借場所又は納入場所 入札説明書によ
る。
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を記載した入札書を提出
すること。
入札回数は原則２回を限度とするが、場合
によっては３回目を執行することがある。な
お、やむを得ない場合を除き予算決算及び会
計令第99条の２に基づく随意契約には移行し
ない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
件は、証明書等の提出、入札及び契約を電子
調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願・紙契約方式調印願を提出する
ものとする。

２ 競争参加資格
上記１の件名ごと次のとおりとする。
の競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 入札に参加を希望する者は、次の資格を有
すること。
⒜ 令和７・８・９年度の一般競争（指名競
争）参加資格（全省庁統一資格）「役務の提
供等」の東海・北陸地域の認定を受け、Ａ
又はＢ等級に格付けされている者であるこ
と。

⒝ 第三者賃貸方式を希望する場合は、当事
者となるべき二者のいずれもが上記⒜の資
格を有する者であること。
⒞ 共同入札方式を希望する場合は、入札説
明書に定める代表者が上記⒜の資格を有す
ること。

 競争参加資格の申請は、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和７年３月31日付け官報）
に記載されている時期及び場所で受け付け
る。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の期間に、中部地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続き開始の申し立てがなされている者
（競争参加資格に関する公示に基づく再申請
の手続きを行った者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書を３の交付方法により直接入
手した者であること。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 本件調達に係る設計業務等の受注者又は当
該受注者と資本若しくは人事面において関連
がある者でないこと。
なお、設計業務等の受注者が設計共同体で
ある場合は、設計共同体の各構成員又は当該
構成員と資本若しくは人事面において関連が
ある者でないこと。
 第三者賃貸方式を希望する者は、第三者を
して貸し付けることができる能力を有するこ
とを証明した者であること。詳細は入札説明
書による。
 第三者賃貸方式による当事者となるべき二
者のうち予定される第三者にあっては、
を満たしていること。
 第三者賃貸方式による当事者となるべき二
者は、当該入札に参加しようとする他の当事
者との間で重複しないこと。

 共同入札方式を希望する者は、本件調達に
対応できる体制を構築していること。詳細は
入札説明書による。
 共同入札方式を構成する全ての事業者は、
本入札への単独入札又は本入札における他の
共同入札方式による入札への参加を行ってい
ないこと。
 共同入札方式の代表者を除く事業者にあっ
ては、を満たしていること。
 入札説明書に定める参考見積書を提出して
いること。
の競争参加資格
 の競争参加資格に同じ。
 令和７・８・９年度の一般競争（指名競争）
参加資格（全省庁統一資格）「物品の製造」又
は「物品の販売」の東海・北陸地域の認定を
受け、Ａ又はＢ等級に格付けされている者で
あること。
からまで の競争参加資格からまで
に同じ。
 の競争参加資格に同じ。
３ 入札書の提出場所等
 電子調達システム（調達ポータル）のＵＲ
Ｌ、入札書の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
電子調達システム（調達ポータル）
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒4608514 愛知県名古屋市中区三の丸二
丁目５番１号 国土交通省中部地方整備局総
務部契約課 大森 浩史 電話052953
8138 内線2539
電子メール cbr-keiyaku@mlit.go.jp
 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 の問い
合わせ先に同じ
 入札説明書の交付場所及び交付方法 電子
調達システムにより交付する（質問回答等を、
電子調達システムの調達資料ダウンロード機
能を用いて行うため、資料のダウンロードの
際に「ダウンロードした案件について訂正・
取消が行われた際に更新通知メールの配信を
希望する」にチェックを入れること。なお、

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
⒜ 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を上記３の受領期限まで
に上記３に示す場所に提出しなければな
らない。
⒝ 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）を上記
３の受領期限までに上記３に示すＵＲ
Ｌより、電子調達システムを利用し提出し
なければならない。
なお、⒜、⒝いずれの場合も、開札日の前
日までの間において契約担当官等から証明書
等に関する説明を求められた場合には、それ
に応じなければならない。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札並びに入札者に求められる義務を履行しな
かった者の提出した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要

誤って選択しなかった場合は、問い合わせ
先まで連絡し、指示に従うこと）。また、や
むを得ない事由により、電子調達システムに
よる入手が出来ない場合は、電子メールによ
る交付若しくは託送（着払い）を行うので、
問い合わせ先まで連絡し、指示に従うこと。
 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る証明書等の受領期限 令和７年11月12日16
時00分（日本時間）
 電子調達システムによる入札書、及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 令和７
年12月３日16時00分（日本時間）
 開札の日時及び場所 上記１の件名ごと
次のとおりとする。
 令和７年12月９日10時00分（日本時間）
 令和７年12月９日11時00分（日本時間）
国土交通省中部地方整備局入札室
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 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : MORIMOTO Akira

Director General of Chubu Regional Devel‑

opment Bureau.

 Classification of the services or the prod‑

ucts to be procured :2115
 Nature and quantity of the services to be

required or the products to be purchased :

 Lease Contracts such as LED Road

Lighting 1 set.

 Wireless LAN Equipment 1 set.

 Lease term or Delivery period :

 From 1 July, 2026 through 31 March,

2030

 27 March, 2026

 Lease or Delivery place : as in the tender

documentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

１）not come under Article 70 and 71 of the
Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

２）regarding  : have Grade A or B on
offer of services in Tokai‑Hokuriku

area in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by Ministry of Land,

Infrastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025／
2026／2027.
regarding  : have Grade A or B on
manufacture of product or sale of pro‑

duct in Tokai‑Hokuriku area in terms of

the qualification for participating in ten‑

ders by Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal year 2025／2026／2027.
３）not be under suspension of nomination
by Director‑General of Chubu Regional

Development Bureau from Time‑limit for

submission of certificate to Bid Opening.

４）not be the stated person under the com‑
mencement of reorganization procee‑

dings or under the beginning of rehabili‑

tation proceedings (except for the person

who has the procedure of reapplication

under the notification of the competing

participation qualification).

５）not be the Building constructor that a
gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

６）The person who obtained a bid manual
from the person of ordering directly.

７）to submit reference quotation specified
in the tender documentation.

８）for other qualifications other than the
above, please refer to the tender do‑

cumentation.

 Time‑limit for the submission of certifi‑

cate : 16 : 00 (JST) 12 November, 2025

 Time‑limit for tender : 16 : 00 (JST) 3

December, 2025

 Contact point for the notice : OMORI

Hirofumi, the second Purchase Section,

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Chubu Regional Development

Bureau, Ministry of Land Infrastructure,

Transport and Tourism, 251, Sanno‑
maru, Naka‑ku, Nagoya‑shi, Aichi‑ken,

4608514, Japan, TEL 0529538138 ex
2539

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
分任支出負担行為担当官
陸上自衛隊関東補給処古河支処会計課長

小松 大地
◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 08
〇第３号
１ 調達内容
 品目分類番号 12
 購入等件名及び予定数量
油圧式カッター（人命救助システム用）
なお、数量については入札説明書による。

 調達件名の特質等 仕様書及び入札説明書
による。
 納入期限 令和８年４月１日から令和９年
２月26日まで
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 品目別総額にて落札を決定す
る。この場合、第４項第６号に掲げる「消費
税にかかる入札方法」により記載すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3060234 茨城県古河市上辺見1195 陸
上自衛隊関東補給処古河支処会計課契約班
電話0280324141 内線452（契約条項、
入札説明書等については関東補給処ホーム
ページにおいても閲覧できる。）
 入札、開札の日時及び場所 令和７年11月
27日10時00分（ただし、郵送等による入札書
の受領期限は令和７年11月26日15時00分）陸
上自衛隊関東補給処古河支処会計課入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札及び入札に関する条件
に違反した入札
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 消費税に係る入札方法 落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
10パーセントに相当する額を加算した金額を
もって落札価格とするので、入札者は消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Daichi Komatsu

Chief of Procurement and Finance Division,

Kanto Depot Koga branch Depot, Ground

Self Defense Force.

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）「物
品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付け
されている者であること。
 防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防
衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等
及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に
基づく指名停止の措置を受けている期間中の
者でないこと。

 前号により、現に指名停止の措置を受けて
いる者と資本関係又は人的関係のある者で
あって、当該者と同種の物品の売買又は製造
若しくは役務請負について防衛省と契約を行
おうとする者でないこと。
 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質
的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる
ものとして、国発注業務等から排除要請があ
り、当該状況が継続している者でないこと。
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 Classification of the products to be pro‑

cured : 12

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Hydraulic Rescue Cutter (for

Extrication Systems).

 Delivery period : From April 1, 2026 th‑

rough February 26, 2027

 Delivery place : As shown in the tender

documentation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

５ Summary

 The official in charge of the contract of

the procuring entity : ISOYAMA Takeshi,

Director‑General, National Womens Edu‑

cation Center

 Classification of the services to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Introduction and maintenance

services of Library service system, 1 set.

 Term of contract : From the contract

date through August, 31, 2031

 Fulfillment place : the Independent Ad‑

ministrative Institution National Womens

Education Center

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ）not come under Section 1 and 2 of Arti‑
cle 13 of the Regulation concerning the

Contract for the National Womens Edu‑

cation Center. Furthermore, minors, per‑

son under Conservatorship or person un‑

der Assistance that obtained the consent

necessary for concluding a contract may

be applicable under cases of special rea‑

sons within the said clause,

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日

独立行政法人国立女性教育会館
事務局長 磯山 武司

◎調達機関番号 508 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 調達件名及び数量 次期図書館業務システ
ムの導入及び運用保守業務 一式
 調達案件の仕様等 調達案件の性能等に関
し、事務局長が入札説明書で指定する特質等
を有すること。
 履行期間 契約締結日から令和13年８月31
日。
 履行場所 独立行政法人国立女性教育会
館。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、提案に係る性能、機
能、技術等に関する書類（以下「総合評価の
ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記入すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立女性教育会館契約事務取
扱要領第13条第１項及び第２項の規定に該当
しない者であること。なお、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。

 文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）
において、令和７年度に関東・甲信越地域の
「役務の提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級
に格付けされている者。上記資格の申請の時
期及び場所は、全省庁統一資格審査申請の方
法による。
 現在、国又は政府関係機関等からの補助金
交付の停止又は契約に係る指名停止等の行政
処分を受けていない者であること。
 国立女性教育会館事務局長から取引停止の
措置を受けている期間中の者でないこと。
 その他 詳細は入札説明書による。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類及び本公告に示した本調達
を履行できることを証明する書類を添付して
入札書の受領期限までに提出しなければなら
ない。入札者は、開札日の前日までの期間に
おいて、事務局長から当該書類に関し説明を
求められた場合は、それに応じなければなら
ない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した本調達
を履行できると事務局長が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立女性教育会館会計
規程第49条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で、事務局長が入札説明
書で指定する性能、機能、技術等（以下「性
能等」という。）のうち、必須とした項目の最
低限の要求要件をすべて満たしている性能等
を提案した入札者の中から、事務局長が入札
説明書で定める総合評価の方法をもって落札
者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。

 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 Have Grade A, B, C or D on Sale of

product in term of the qualification for

participating in tenders by Ministry of

Defense. (Single qualifications for every

ministry and agency)

 The person who is not being under sus‑

pension of nomination by Director Gener‑

al for Health and Medicine, Director Ge‑

neral, Bureau of Defense Policy, Director

General, Acquisition, Technology and

Logistics Agency or by Chief of Staff,

G.S.D.F.

 Not be the business operators that a

gangstar influences management substan

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Japanese government is con‑

tinuing state concerned.

 Time limit of tender : 10 : 00 27 Novem‑

ber, 2025 (tenders submitted by mail :

15 : 00 26 November, 2025)

 Contact point for the notice : Cont‑

ractsection, Koga branch Depot, Kanto De‑

pot, Japan Ground Self Defense Force, 1195

Kamihemi, Koga City Ibaraki Pref. 306
0234, Japan TEL. 0280324141 ext. 452

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書等の交付期間、交付場所
 交付期間 本公告の日から令和７年10月
17日（金）17時まで
 交付場所 独立行政法人国立女性教育会
館 財務・企画課

 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
問い合わせ先 〒3550292 埼玉県比企郡嵐
山町大字菅谷728番地 独立行政法人国立女
性教育会館 財務・企画課 宇佐美直樹 電
話0493626717
電子メール kaikei@ml.nwec.go.jp

メール問い合わせの際は、件名に案件名及
び社名を明記ください。
 入札書の受領期限 令和７年12月15日（月）
17時
 開札の日時及び場所
 日時 令和７年12月16日（火）13時30分
 場所 独立行政法人国立女性教育会館
本館２階会議室（予定）
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度文部科学省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「役務の提供
等」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。なお、当該競争参加資格につい
ては、令和７年３月31日付号外政府調達第57
号の官報の競争参加者の資格に関する公示の
別表に掲げる申請受付窓口において随時受け
付けている。
 本機構理事長から取引停止を受けている期
間中でないこと。
 「暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律」に規定するところの暴力団員及び
その構成員、準構成員又はその関係者でない
こと。
 氏名、住所、連絡先電話番号、就業場所及
びこれに類する個人情報その他の取扱基準を
確立していることを明確にできること。
 情報セキュリティ管理体系を確立している
こと。（ISO／IEC27001又はJISQ27001の認証
を受けていること）
 公益財団法人日本適合性認定協会又は海外
の認定機関により認定された審査登録機関に
よるISO9001の認証を受けていること。又は、
これと同等の品質システムを有しているこ
と。

Ｂ）have Grade A, B, C or D in offer of
services Etc in terms of the qualification

for participating in tenders by Ministry

of Education, Culture, Sports, Science

and Technology (Unified Qualification

for Participating in Tendering Pro‑

cedures) in the fiscal year 2025.

Ｃ）not be currently under a suspension of
subsidy or business order by National Go‑

vernment and Independent Administra‑

tive Institutions etc.

Ｄ）meet other qualifications specified in
the tender manual.

 Time limit of the tender : 5 : 00 p.m. 15

December 2025.

 Contact point for the notice : USAMI

Naoki, Financial affairs and Planning Divi‑

sion, National Womens Education Center,

728 Sugaya, Ranzan‑machi, Hiki‑gun, Sai‑

tama, 3550292 Japan, TEL 049362
6717 E‑mail : kaikei@ml.nwec.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日

独立行政法人日本学生支援機構
理事長 吉岡 知哉

◎調達機関番号 591 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量 奨学金制度変更等に係
る奨学金業務システム（ＪＳＡＳ）の改修
一式
 調達件名の特質等 入札説明書による
 履行期限 令和８年３月31日
 履行場所 入札説明書による
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、提案に係る性能、機
能、技術等に関する書類（以下「総合評価の
ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定にあたっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

５ Summary

 Contracting Entity : Tomoya Yoshioka,

President, Japan Student Services Organi‑

zation (JASSO).

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Refurbishment regarding imple‑

ment of the JASSO Scholarship Application

System (JSAS), 1 set

 Fulfillment period : By 31, March, 2026

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。ただし、
落札者が契約を結ばない場合には、落札価格
の５パーセントに相当する違約金を支払わな
ければならない。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類及び入札説明書に示す提出
書類を添付し、入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、本機構から当該書類に
関し説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると理事長が判断した入札者であっ
て、本機構契約事務取扱細則第12条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で、入札説明書で指定する性能、機能、技術
等（以下「性能等」という。）のうち、必須と
した項目の最低限の要求要件をすべて満たし
ている性能等を提案した入札者の中から、入
札説明書で定める総合評価の方法をもって落
札者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合わせ先
【令和７年10月31日（金）まで】〒104

8112 東京都中央区銀座６18２ 日本学
生支援機構東銀座事務所 財務部経理課契約
係 電話0367436022

【令和７年11月４日（火）から】〒162
8412 東京都新宿区市谷本村町10７独立行
政法人日本学生支援機構 市谷事務所 財務
部経理課契約係 電話0367436022
 入札説明書の交付方法
 上記３の交付場所にて交付。
 本機構ＨＰからのダウンロードで交付。
ともに本公告の日から交付する。なお
の場合パスワードが必要となるので、電子
メールで（keiri-k@jasso.go.jp）まで、以下
の要領でパスワードの送付を依頼すること。
電子メールの件名を「パスワード交付依頼
（※入札件名を記載）」し、電子メールの本文
に、会社名、全省庁統一資格の業者コード、
担当部署、担当者氏名、電話番号、ＦＡＸ番
号、メールアドレスを記載すること。
 入札説明会の日時及び場所 令和７年10月
17日11時00分※申し込み方法は入札説明書を
参照のこと。
 入札書等の受領期限 令和７年11月25日17
時00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月１日15
時00分 独立行政法人日本学生支援機構市谷
事務所内
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 have the Grade A or B in terms of the

qualification for Participating intender of

the offer of services by Ministry of Edu‑

cation, Culture, Sports, Science and

Technology, (Single qualification for

every ministry and agency) in Kanto･
Koushinetsu area in the fiscal year, 2025,

2026, 2027.

 not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Presi‑

dent.

 Law about prevention of an unfair act

by a gangster be not the mobster and the

member, the associate member or the

person concerned going to be prescriptive

in.

 Maintain the system to have an appro‑

priate protection crackdown about han‑

dling of the personal information which

makes the kind the name, the adderss, the

phone number telephone number, the

starting work location and this.

 Establish information securities man‑

agement architecture. (ISO／IEC27001 or
JISQ27001 is certified.)

 The thing as which ISO9001 by a foun‑

dation Japanese conformability autho‑

rization society of public interests or the

examination registration engine author‑

ized by an overseas authorization engine

is certified. Or possess quality system

equal to this.

 Time limit of tender : 5 : 00 PM 25 No‑

vember 2025

 Contact point for the notice : Accounting

Division, JASSO, 【Until October 31, 2025】
6182 Ginza, Chuo‑ku, Tokyo, Japan
1048112 【From November 4, 2025】10
7 Ichigayahonmura‑cho, Shinjuku‑ku,

Tokyo 1628412 TEL 0367436022

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

財務契約部長 松本 尚也

◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 071483１号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 高純度不活性ガス雰
囲気制御装置の購入 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和８年９月30日
 納入場所 国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構（詳細は仕様書による。）
 入札方法
 総価で行う。
 落札の決定については、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数を切り捨てた
金額）をもって落札価格とするので、入札
者は、消費税に係る課税事業者であるか、
免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
競争参加者資格審査又は国の競争参加者資格
（全省庁統一資格）のいずれかにおいて、当
該年度における「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付けされている者であるこ
と。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
財務契約部長から取引停止にされている期間
中の者でないこと。
 警察当局から、国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構に対し、暴力団員が実質的に
経営を支配している業者又はこれに準ずるも
のとして、建設工事及び測量等、物品の製造
及び役務の提供等の調達契約からの排除要請
があり、当該状況が継続している者でないこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出及び入札説明書並びに契約条
項の交付は、電子入札システム等により実施
するものとする。
問合せ先 〒3191184 茨城県那珂郡東海
村大字舟石川765１ 国立研究開発法人日
本原子力研究開発機構 財務契約部 事業契
約第１課 電話08096479846
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子入札システム又は上記３の問合せ先にて
交付する。
 入札書の受領期限及び入札書の提出方法
令和７年12月４日15時00分までに電子入札シ
ステムを通じて提出すること。
 開札の日時及び場所 令和７年12月９日14
時00分 電子入札システムにより行う。

４ 電子入札システムの利用
本件は、日本原子力研究開発機構電子入札シ
ステムを利用した応札及び入開札手続により実
施するものとする。
５ その他
 契約手続に用いる言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 この一般競争に参加を希望する者は、封
かんした入札書のほかに、当機構の交付す
る入札説明書に定める入札仕様書及び必要
な証明書等を入札書の受領期限までに提出
しなければならない。また、入札者は、開
札日の前日までの間において、入札仕様書
及び必要な証明書等について、説明又は協
議を求められた場合は、それに応じなけれ
ばならない。
 上記の提出書類に基づき当該物品等の
納入が可能な者であると判断した者を落札
対象とする。

 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要

 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 その他詳細は、入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity ; Naoya Matsumoto Direc‑

tor of, Financial Affairs and Contract, Ja‑

pan Atomic Energy Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; Purchase of High‑Purity Inert

Gas Atmosphere Control System,1 set

 Delivery period ; By 30, September, 2026

 Delivery place ; Japan Atomic Energy

Agency (Appointed place)

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting, furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained the

consent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause, not come
under Article 71 the Cabinet Order concern‑

ing the Budget, Auditing and Accounting,

have been qualified through the qualifica‑
tions for participating in tenders by Japan

Atomic Energy Agency, or through Single

qualification for every ministry and agency,

not be currently under suspension of no‑
mination by Director of Contract Departm‑

ent, Japan Atomic Energy Agency

 Time limit for tender ; 15 : 00 4, Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice ; Contract

Section 1, Financial Affairs and Contract

Department, Japan Atomic Energy Agency,

7651, Funaishikawa Tokai‑mura Naka‑
gun Ibaraki‑ken 3191184 Japan. TEL
08096479846
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構
鹿児島医療センター院長 西尾 善彦

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 46
〇第 15006 号（№15006）
１ 調達内容
 品目分類番号 78
 購入等件名及び数量 感染性廃棄物処分業
務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和８年４月１日から令和11年
３月31日まで。
 履行場所 独立行政法人国立病院機構鹿児
島医療センター
 入札方法 入札金額については、に定め
る履行期間に行う購入等件名の履行に要す
る一切の費用を含めた額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格
付され、九州・沖縄地域の競争参加資格を有
する者であること。なお、当該競争参加資格
については、令和７年３月31日付け号外政府

調達第57号の官報の競争参加者の資格に関す
る公示の別表に掲げる申請受付窓口において
随時受け付けている。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。
 環境配慮への取組状況等に関し入札説明書
に掲げる入札適合条件を満たす者であるこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8920853 鹿児島県鹿児島市城山町８
１ 独立行政法人国立病院機構鹿児島医療セ
ンター 企画課長 有元 友範 電話099
2231151
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和７年11月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年11月26日10
時00分 院内会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札
日の前日までの間において、経理責任者から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。ただし、落札者とな
るべき者の入札価格によっては、その者によ
り該当契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適
当であると認められるときは、予定価格の制
限の範囲内の価格をもって入札した他の者の
うち最低の価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshihiko Nishio, Direc‑

tor, National Hospital Organization Ka‑

goshima Medical Center

 Classification of the services to be pro‑

cured : 78

 Nature and quantity of the services to be

required : Infection waste processing duties

trust 1 set

 Fulfillment period : From April 1, 2026

through March 31, 2029

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization Kagoshima Medical Center

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Service Offer

for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in Kyushu‑Okinawa Region ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 meet compatibility condition of the ten‑

ding manual, regarding a circumstance of

environmentally conscious effort ;

 Time limit for tender : 5 : 00 P.M. No‑

vember 25, 2025

 Contact point for the notice : Tomonori

Arimoto, Director, Accounting Division,

National Hospital Organization Kagos‑

hima Medical Center, 81 Shiroyama‑cho
Kagoshima‑shi, Kagoshima‑ken 8920853,
Japan. TEL 0992231151

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達一室長 松波 秀樹
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 86 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 エッジ側データ処理
サービスの技術相談・開発支援、およびエッ
ジデバイス群、エッジサーバ群の試験環境構
築支援および保守管理業務 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 令和８年３月31日
 履行場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
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 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「役務の提供」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター 中央事業所１群 １１棟３
階 調達部調達一室 米川 大貴 電話
05035223383
 入札説明書の交付期間及び方法 令和７年
10月３日から令和７年10月22日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和７年11月４日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター 中央事業所１群
１１棟３階 調達部調達一室
 入札書の受領期限 令和７年11月25日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和７年11月26日13
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群 １１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MATSUNAMI Hideki

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Technology consulting and de‑

velopment assistance for edge‑side data

processing research, and experimental sys‑

tem construction support and management

of edge devices and edge servers 1 set

 Fulfilment period : March 31, 2026

 Fulfilment place : National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 25, 2025

 Contact point for the notice :

YONEKAWA Hiroki, Tsukuba Central 1,

Procurement Office 1, National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy, 111 Higashi, Tsukuba, Ibaraki,
3058561 Japan. TEL 05035223383

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達一室長 松波 秀樹
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 95 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 表層型メタンハイド
レート堆積物試料解析用横照射型Ｘ線ＣＴ装
置 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和８年２月６日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。

 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター 中央事業所１群 １１棟３
階 調達部調達一室 木村 瑞希 電話
05035225041
 入札説明書の交付期間及び方法 令和７年
10月３日から令和７年10月10日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和７年10月20日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター 中央事業所１群
１１棟３階 調達部調達一室
 入札書の受領期限 令和７年11月４日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和７年11月５日13
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群 １１棟３階 入札室
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４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MATSUNAMI Hideki

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Horizontal irradiation mic‑

rofocus X‑ray computed tomography de‑

vice for methane hydrate sample 1 set

 Delivery period : February 6, 2026

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 4, 2025

 Contact point for the notice : KIMURA

Mizuki, Tsukuba Central 1, Procurement

Office 1, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035225041

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
独立行政法人水資源機構分任契約職
荒川ダム総合管理所長 山中 充治

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
荒川ダム総合管理所管内で使用する高圧電気
 荒川ダム総合管理所
予定契約電力 82kW
予定使用電力量 303507kWh

 浦山ダム防災資料館
予定契約電力 52kW
予定使用電力量 115760kWh

 滝沢ダム管理所
予定契約電力 59kW
予定使用電力量 275017kWh

 曝気循環設備（上流）
予定契約電力 87kW
予定使用電力量 299785kWh

 曝気循環設備（下流）
予定契約電力 80kW
予定使用電力量 276480kWh

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 契約期間 契約締結の翌日から令和９年３
月31日
 使用期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日

 需要場所 入札説明書による。
 入札方法 入札書に記載された金額に当該
金額の100分の10に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額とする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約希望金額の110分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格 以下の条件を全て満たし、本
件に係る一般競争入札参加資格を有すると確認
された者とする。
 物品等の調達に関する契約事務処理要領第
５条第２項の規定に該当しない者であるこ
と。
 当機構における一般競争（指名競争）参加
資格業者のうち、物品等の製造の業種区分の
「役務の提供（その他）」の認定を受けており、
かつ、営業品目の「電気」に登録しているこ
と。
 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づく再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、一般競争（指名競
争）参加資格の再認定を受けていること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業者の登録を受けている者であるこ
と。
 省エネルギーと二酸化炭素排出量削減の要
素を考慮する観点から、入札説明書に記載す
る基準を満たす者であること。
 確認申請書及び確認資料の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、利根川水系及び荒
川水系関連区域内において、水資源機構にお
ける指名停止の期間中でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 開札時に経済産業省から「経済産業省所管
補助金交付等の停止及び契約に係る指名停止
等措置要領（平成15・01・29会課第１号）」に
基づき、補助金交付等停止措置又は指名停止
措置を受けていないこと。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する業者又はこれに準ずるものとして、
水資源機構発注の物品等の調達からの排除要
請があり、当該状態が継続している者でない
こと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び当該入札に関する問合せ先
〒3691801 埼玉県秩父市荒川久那4041
独立行政法人水資源機構 荒川ダム総合管理
所 総務課 佐古田 電話：0494231431
ＦＡＸ：0494237912

 入札説明書の交付場所及び交付方法
 別途指定するアドレスからのダウンロー
ドによる。詳細については、上記３まで
問い合わせをすること。
 郵送による交付は、郵送料を別に必要と
する。

 入札書の受領期限 令和７年11月26日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月４日９
時00分 独立行政法人水資源機構 荒川ダム
総合管理所 ２階入札執行室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる事項 この競争に参加
を希望する者は、封印した入札書並びに確認
申請書及び確認資料を、本公告３の入札書
の受領期限までに提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、確認申請書又は確認資
料に虚偽の記載をした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting Entity : Mitsuharu Ya‑

manaka, Director of Arakawa Dams In‑

tegrated Operation and Maintenance Of‑

fice, JapanWater Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日

独立行政法人都市再生機構
総務部長 丹 圭一

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 令和７年度パーソナ
ルコンピュータ等の賃貸借・導入・製品保守
等業務
 調達案件の仕様等 仕様書による。
 履行期間 契約締結日の翌日から令和13年
12月31日
 借入期間 令和９年１月１日から令和13年
12月31日
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、入札に際し総合評価
のための書類を提出すること。また、入札金
額は、総額を記載すること。なお、落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の100分の10に相当する額を加算した
金額（当該金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の110分の100に相当する金額を
入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 次の者は、競争に参加する資格を有しない。
イ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第
95号）第331条及び第332条の規定に該当す
る者
ロ 競争参加資格申請書の提出期限から開札
の時までの期間に、当機構から本件業務の
実施場所を含む区域を措置対象区域とする
指名停止を受けている者
ハ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支
配する者若しくはこれに準ずる者

ニ 当機構が発注した以下の業務の受注者及
びその者の「財務諸表等の用語、様式及び
作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令
第59号）第８条に規定する親会社及び子会
社、同一の親会社を持つ会社並びに以下の
業務の委託先事業者。
業務名：令和６年度情報化統括責任者（Ｃ
ＩＯ）補佐官等業務
受注者：PwCコンサルティング合同会社
業務名：令和３年度UR‑NETシステムの
借入等の更改に係る構築方式検討支援業
務
受注者：ＫＰＭＧコンサルティング株式会
社

 次の要件をすべて満たしている者であるこ
と。
イ 令和７・８年度独立行政法人都市再生機
構東日本地区物品購入等の契約に係る競争
参加資格審査において、開札時までに業種
区分「役務提供」の資格を有すると認定さ
れた者であることを本入札説明書別紙１
「競争参加資格確認申請書」により証明し
た者であること。当該競争参加資格は「全
省庁統一資格」とは異なるものであるので、
注意すること。なお、当該競争参加資格を
有しない場合は、競争参加資格確認申請書
等の提出期限までに資格審査申請を行い、
かつ開札日までに競争参加資格の認定を受
けていること。
ロ ISO／IEC27001：2022若しくはJIS Q
27001：2023に基づく情報セキュリティマ
ネジメントシステム（ＩＳＭＳ）適合性評
価制度の認証を受けていること、又はプラ
イバシーマーク制度の認証によりプライバ
シーマーク使用許諾を受けていることを本
入札説明書別紙２「認証に関する証明書」
により証明した者であること。
ハ 日本国内において機構職員が行う立会検
査に応じられる者であること。
ニ 仕様書に記述する要求要件をすべて満た
していることを本入札説明書別紙３「適合
証明書」により証明した者であること。

ホ 本公告の物品を第三者をして貸付けよう
とする者にあっては、当該借入物品を自ら
貸付けできる能力を有するとともに、第三
者をして貸付けできる能力を有する者であ
ることを本入札説明書別紙４「第三者をし
て物品の貸付を行えることの証明書」等の
書面により証明した者であること。
ヘ 令和２年度以降において、パーソナルコ
ンピュータを１契約で4000台以上納入し
た実績があることを本入札説明書別紙５
「業務の実績に関する証明書」により証明
した者であること。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書の提出場所及び契約条項を示す場所
〒2318315 神奈川県横浜市中区本町六丁
目50番地１ 横浜アイランドタワー（５階受
付）独立行政法人都市再生機構本社 総務部
会計課 電話0456500189
 入札説明書の交付方法 本公告の日から下
記の受領期限までの間において、電子デー
タにて交付する。
交付を希望する場合、以下のメールアドレ
スまで「会社名・会社住所・担当部署・担当
者名・担当者の電話番号・データ交付にあ
たっての制約事項（zipファイル受領不可や
特定のクラウドストレージのみ利用可等）有
無」を連絡すること。メールアドレス：
X10026@ur-net.go.jp

 入札前説明会の日時及び場所 令和７年10
月10日14時00分 独立行政法人都市再生機構
本社 入札室
 申請書の受領期限 令和７年10月20日17時
00分（郵送の場合も必着のこと。）
 入札書等の受領期限 令和７年12月８日17
時00分（郵送の場合も必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和７年12月25日10
時00分 独立行政法人都市再生機構本社入札
室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除

 Nature and quantity of the products to be

purchased : High voltage Electricity to use

in The Arakawa Dams Integrated Opera‑

tion and Maintenance Office jurisdiction

 Arakawa Dams Integrated Operation

and Maintenance Office jurisdiction,

Electricity contra 82kW, The estimated

electricity of the one‑year 304,036kWh

 Urayama Dam Disaster prevention mu‑

seum jurisdiction, Electricity contract

52kW, The estimated electricity of the

one‑year 115,705kWh

 Takizawa Dam Operation and Mainte‑

nance Office jurisdiction, Electricity con‑

tract 59kW, The estimated electricity of

the one‑year 275,529kWh

 Aeration circulation equipment (Upst‑

ream) jurisdiction, Electricity contract

87kW, The estimated electricity of the

one‑year 295,781kWh

 Aeration circulation equipment (Down‑

stream) jurisdiction, Electricity contract

80kW, The estimated electricity of the

one‑year 265,889kWh

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 have the qualification on Provision of

Services (Others) and Electricity for

participating in tenders by Japan Water

Agency (in the fiscal year 2022, 2023, 2024

and 2025).

 not correspond to the requirements for

disqualification.

 Time limit of tender : 17 : 00 26 Novem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : General Af‑

fairs Section, Arakawa Dams Integrated

Operation and Maintenance Office, Japan

Water Agency on, 4041, Arakawakuna,

Chichibu, Saitama, 3691801, Japan. TEL
0494231431, FAX 0494237912
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 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格を有することを証明する書類を競争
参加資格確認申請書の受領期限までに提出
し、総合評価のための書類と封印した入札書
を入札書の提出期限までに提出しなければな
らない。また、開札日の前日までの間におい
て、当機構から当該書類に関し説明を求めら
れた場合は、それに応じなければならない。
なお、入札者の提出した書類は、当機構にお
いて審査を行うものとし、採用し得ると判断
した入札書のみを落札対象とする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 独立行政法人都市再生
機構会計規程（平成16年独立行政法人都市再
生機構規程第４号）第52条の規定に基づいて
作成された予定価格の制限の範囲内の入札金
額を提示した入札者であって、入札説明書で
指定する性能等の要求要件のうち必須とした
項目について基準を全て満たしている入札者
の中から、入札説明書で定める総合評価の方
法をもって落札者を決定する。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TAN KEIICHI, Director,

General Affairs Department, Incorporated

Administrative Agency／Urban Renais‑

sance Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the services to be

required : Computers

 Fulfillment period : From 26 December

2025 through 31 December 2031

 Delivery place : under direction

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting Practice

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by Head Office,

Urban Renaissance Agency

 not be the company where organized

crime groups or their members substan‑

tially influence its management or a com‑

pany in a similar situation

 not a trustee or affiliated company of

the following business

Business name : Chief Information Offi‑

cer (CIO) Aide

Business Name : Support Services for

Evaluating Construction Methods Re‑

lated to the Renewal of the UR‑NET Sys‑

tem for Fiscal Year 2021

 have been qualified for the proposal of

procurement of Rendering of service th‑

rough the Examination of qualifications

for the Participation in the Competitive

Tendering Procedures for Procuring

Equipment in the East Japan District, Ur‑

ban Renaissance Agency in the fiscal

year 2025 and 2026

 have proved to meet all the require‑

ments of the specifications

 From FY 2020 onwards, there is a rec‑

ord of having delivered more than 4,000

personal computers.

 have the Privacy Mark License or

ISMS certification

 respond to attendance inspection in Ja‑

pan

 have proven to have ability to lease the

product by themselves and by a third Par‑

ty, should the products requested through

this notice be leased by a third party

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 8 Decem‑

ber 2025

 Contact point for the notice : Shimizu Ka‑

zuki, Information system Division, General

Affairs Department, Head Office, Urban

Renaissance Agency, 6501, Honcho,
Naka‑Ku, Yokohama City, Kanagawa Pref.

2318315, Japan TEL 0456500361

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
独立行政法人住宅金融支援機構契約担当役

財務企画部長 戸村 昌幸
◎調達機関番号 608 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 収入算定ツール
の開発及び保守業務（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 本件は、入札に併せて技術等の
提案書を受け付け、価格と技術等の総合評価
によって落札者を決定する総合評価落札方式
の入札である。入札金額は、業務に要する一
切の費用を含めた額とする。落札決定に当
たっては、入札書に記載された金額に消費税
及び地方消費税に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額から消費税及び地方消費税に相当する
金額を控除した金額を入札書に記載するこ
と。
 電子入札システムの利用 本件は、電子入
札システムを利用した応札及び入開札手続に
より実施するものとする。ただし、紙による
入札書の提出も可とする。
（https://www.jhf.go.jp/financial/tender/
index.html）

２ 競争参加資格
 当機構入札心得の14に該当しない者である
こと（詳細は入札説明書に記載）。
 令和７・８・９年度国の競争参加資格（全
省庁統一資格）「役務の提供等」においてＡ、
Ｂ若しくはＣの等級に格付けされている者又

は令和７・８・９年度独立行政法人住宅金融
支援機構競争参加資格「役務の提供等」にお
いてＡ、Ｂ若しくはＣの等級に格付けされて
いる者であること。
 入札説明書中の業務委託契約書（案）によ
り当機構と契約を締結することが可能であ
り、かつ、仕様書記載の要件を全て満たして
いる者であること。
 電子入札システムによる入札に参加する場
合は、電子認証局が発行したＩＣカードを取
得していること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1128570 東京都文京区後楽１４10
独立行政法人住宅金融支援機構財務企画部会
計事務管理室会計グループ 青山・相川 電
話0358008053
 入札説明書の交付時期及び方法 令和７年
10月３日から令和７年11月21日（ただし、土
曜、日曜及び祝日を除く）。
原則として電子入札システムにより９時か
ら17時までの間に交付する。
なお、紙による交付は10時から12時まで、
13時から16時までの間にの場所において行
う。
 提案書等の受領期限及び提出場所 令和７
年11月25日(火)12時00分 〒1128570 東京
都文京区後楽１４10 独立行政法人住宅
金融支援機構個人営業企画部デジタルソ
リューショングループ 加藤・沖野 電話
0358008172
 入札書の受領期限 令和７年12月５日(金)
16時00分 なお、郵送による場合は書留郵便
とし、入札書の受領期限までに到着している
こと。
 開札の日時及び場所 令和７年12月８日
(月)10時00分 当機構本店会議室


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 入札者に要求される事項 この一般競争入
札に参加を希望する者は、入札説明書で示し
た総合評価のために必要な提案書を上記３
の受領期限までに上記３の提出場所に提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該提
案書に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。なお、提出された提
案書は、当機構において入札説明書に定める
技術等の要求要件及び評価基準に基づき審査
するものとし、審査の結果、合格した提案書
に係る入札書のみを落札決定の対象とする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札（詳細は入札説明書に記載）
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 当機構の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内であ
り、入札説明書で指定する技術等の要求要件
のうち必須とされた項目の最低限の要求要件
を全て満たしている提案をした入札者の中か
ら、入札説明書で定める総合評価の方法を
もって落札者を決定する。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内の価格をもって入札した
他の者のうち総合点が最も高い者を落札者と
することがある。
 手続における交渉の有無 無
 電子入札システムの利用 電子入札システ
ムによる入札に参加する者は、所定の期限ま
でに入札書類データ（提案書等を含む。）を電
子入札システムにより提出しなければならな
い。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TOMURA Masayuki, Di‑

rector General of the Finance and Account‑

ing Department, Japan Housing Finance

Agency

 Classification of the services to be re‑

quired : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Development and Maintenance of

an Income Calculation Tool

 Fulfillment date : as in the tender do‑

cumentation

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 14 of J.H.F.As

Bylaw about procedures of tenders (De‑

tails described in the tender docu‑

mentation)

 Have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

for Offer of services, etc. by single qua‑

lification of services for every ministry

and agency in the fiscal year of 2025, 2026

and 2027 or have Grade A, B or C in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders for Offer of services, etc.

by J.H.F.A in the fiscal year of 2025, 2026

and 2027.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00, 25 November, 2025

 Time‑limit for tender : 16 : 00, 5 Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice :

AOYAMA, AIKAWA, Contract Section,

Accounting Group, Office of Accounting,

Finance and Accounting Department,

J.H.F.A 1410 Koraku, Bunkyo‑ku,

Tokyo, 1128570, Japan TEL 035800
8053

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

https://www.jhf.go.jp/financial/tender/

index.html

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
契約担当役
国立大学法人信州大学理事 安彦 広斉

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 20
〇第 12 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、27
 借入件名及び数量 病院情報システム（部
門システム基盤・ネットワーク） 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 借入期間 令和９年１月１日から令和15年
12月31日
 借入場所 信州大学医学部及び医学部附属
病院
 入札方法 入札金額は、１月当たりの単価
を記載すること。落札者の決定は、総合評価
落札方式をもって行うので、提案に係る性能、
機能、技術等に関する書類（以下「総合評価
のための書類」という。）を提出すること。な
お、落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額をもって落札価格とする。入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額から消費税及び地方消費税相当額
を減じた金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人信州大学の契約事務取扱規程
第５条及び第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 入札者の競争参加資格 国の競争参加資格
（全省庁統一資格）又は国立大学法人信州大
学の競争参加資格のいずれかにおいて令和７
年度に地域の「役務の提供等」のＡ、Ｂ又は
Ｃ等級に格付けされている者であること。
なお、国立大学法人信州大学の競争参加資
格については、信州大学財務部財務課にて随
時受け付けている。
 本公告に示した物品を第三者をして貸付け
ようとする者にあっては、当該物品を自ら貸
付けできる能力を有するとともに、第三者を
して貸付けできる能力を有することを証明し
た者、借入物品に係るメンテナンスの体制が
整備されていることを証明した者であるこ
と。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒3908621 長野県松本市旭３１１
信州大学医学部附属病院経営管理課契約係
山田慎太郎 電話0263372744
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和７年10月
７日10時00分 信州大学医学部附属病院外来
棟研修室６
 入札書の受領期限 令和７年11月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月24日10
時00分 信州大学医学部附属病院外来棟研修
室７

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を貸付できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
貸付できると契約担当役が判断した入札者で
あって、国立大学法人信州大学の契約事務取
扱規程第11条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で、契約担当役が入札
説明書で指定する性能、機能、技術等（以下
「性能等」という。）のうち、必須とした項目
の最低限の要求要件をすべて満たしている性
能等を提案した入札者の中から、契約担当役
が入札説明書で定める総合評価の方法をもっ
て落札者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。
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５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Abiko Kosei, The Ob‑

ligating Officer Trustee, Shinshu Universi‑

ty

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 27

 Nature and quantity of the products to be

rent : Hospital Information System (System

Infrastructure and Network) 1 Set

 Rent period : From 1 January, 2027 th‑

rough 31 December, 2033

 Rent place : Shinshu University School of

Medicine and University Hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 5 and 6 of the

Regulation concerning the Contract for

Shinshu University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2025 in the

area in offer of services for participating

in tenders by Single qualification for

every ministry and agency, or in tenders

by Shinshu University,

Ｃ prove to have the ability to rent the

products concerned by themselves and by

a third party, should the products re‑

quested through this notice be rent by a

third party, prove to have prepared a sys‑

tem to provide maintenance for the rent

products,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer.

 Time limit of tender : 17 : 00 25 Novem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : Yamada

Shintaro, Procurement Section, Accounting

Division, Shinshu University Hospital, 3
11 Asahi Matsumoto‑shi Nagano 390
8621 Japan, TEL 0263372744

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
契約担当役
国立大学法人信州大学理事 安彦 広斉

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 20
〇第 13 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、27
 借入件名及び数量 病院情報システム（端
末・周辺機器） 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 借入期間 令和９年１月１日から令和15年
12月31日
 借入場所 信州大学医学部附属病院
 入札方法 入札金額は、１月当たりの単価
を記載すること。落札者の決定は、総合評価
落札方式をもって行うので、提案に係る性能、
機能、技術等に関する書類（以下「総合評価
のための書類」という。）を提出すること。な
お、落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額をもって落札価格とする。入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額から消費税及び地方消費税相当額
を減じた金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人信州大学の契約事務取扱規程
第５条及び第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 入札者の競争参加資格 国の競争参加資格
（全省庁統一資格）又は国立大学法人信州大
学の競争参加資格のいずれかにおいて令和７
年度に地域の「役務の提供等」のＡ、Ｂ又は
Ｃ等級に格付けされている者であること。
なお、国立大学法人信州大学の競争参加資
格については、信州大学財務部財務課にて随
時受け付けている。

 本公告に示した物品を第三者をして貸付け
ようとする者にあっては、当該物品を自ら貸
付けできる能力を有するとともに、第三者を
して貸付けできる能力を有することを証明し
た者、借入物品に係るメンテナンスの体制が
整備されていることを証明した者であるこ
と。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒3908621 長野県松本市旭３１１
信州大学医学部附属病院経営管理課契約係
山田慎太郎 電話0263372744
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和７年10月
７日11時00分 信州大学医学部附属病院外来
棟研修室６
 入札書の受領期限 令和７年11月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年12月24日11
時00分 信州大学医学部附属病院外来棟研修
室７

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を貸付できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
貸付できると契約担当役が判断した入札者で
あって、国立大学法人信州大学の契約事務取
扱規程第11条の規定に基づいて作成された予

定価格の制限の範囲内で、契約担当役が入札
説明書で指定する性能、機能、技術等（以下
「性能等」という。）のうち、必須とした項目
の最低限の要求要件をすべて満たしている性
能等を提案した入札者の中から、契約担当役
が入札説明書で定める総合評価の方法をもっ
て落札者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Abiko Kosei, The Ob‑

ligating Officer Trustee, Shinshu Universi‑

ty

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 27

 Nature and quantity of the products to be

rent : Hospital Information System (Ter‑

minals and Peripherals) 1 Set

 Rent period : From 1 January, 2027 th‑

rough 31 December, 2033

 Rent place : Shinshu University Hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 5 and 6 of the

Regulation concerning the Contract for

Shinshu University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2025 in the

area in offer of services for participating

in tenders by Single qualification for

every ministry and agency, or in tenders

by Shinshu University,

Ｃ prove to have the ability to rent the

products concerned by themselves and by

a third party, should the products re‑

quested through this notice be rent by a

third party, prove to have prepared a sys‑

tem to provide maintenance for the rent

products,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer.
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 Time limit of tender : 17 : 00 25 Novem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : Yamada

Shintaro, Procurement Section, Accounting

Division, Shinshu University Hospital, 3
11 Asahi Matsumoto‑shi Nagano 390
8621 Japan, TEL 0263372744
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日

契約責任者 日本郵便株式会社
調達部担当執行役員 田中 博之

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入品名及び数量 「ぽすくま」ストラッ
プの製作 600000個（予定）
 特質等 仕様書による。
 納入期限 令和８年１月30日（最終）
 納入場所 仕様書による。
 入札・開札の日時及び場所 令和７年11月
28日11時00分 日本郵便電子入札システム

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。
 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算開始を命じられ、若しく
は同清算開始の申立をされ、又は破産法の破
産手続開始、会社更生法の更生手続開始若し
くは民事再生法の再生手続開始の申立をし、
若しくはされた者。但し、手続終結者を除く。
 反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務 参加希望者は入札
説明書に示す資料等を令和７年11月25日11時00
分までに下記４に示す場所に提出すること。

４ 問合せ先 〒1008792 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号 日本郵便株式会社調達部契
約管理担当 木下 章博 電話0334770641
５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札条件に違反した入札
 手続で使用する言語・通貨 日本語・日本
円
 契約保証金 不要
 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による
６ Summary

 Contracting entity : TANAKA Hiroyuki,

Director General of Procurement Division,

Japan Post Co., Ltd.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : About 600,000 volumes of Com‑

missioned production of Post Kuma

straps

 Delivery period : By 30 January 2026

 Delivery place : By specification

 Time limit of tender : 11 : 00 AM 25 No‑

vember 2025

 Contact Point for the notice : KINO‑

SHITA Akihiro, Procurement Division,

Japan Post Co., Ltd. 231 Otemachi
Chiyoda‑ku Tokyo 1008792 Japan TEL
0334770641

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日

契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
執行役 山田亮太郎

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 競争に付する事項 個人向けローンにかか
る既存業務効率化支援およびシステム調達の
アドバイザリー業務委託

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 契約締結日から令和８年２月27
日
 履行場所 入札説明書による。
 入札・開札の日時及び場所 令和７年12月
９日午後１時 電子入札システムにより実施

２ 競争参加資格
 下記ア、イ、ウ、エ及びオに該当しない者
であること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記の各号の一に該当すると認められる
者でその事実があった後２年間を経過して
いない者。代理人、支配人その他の使用人
として使用する者についても同様とする。
 契約の履行にあたり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者
 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し若しくは不正な利益を得
るために連合した者
 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者
 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者
 正当な理由が無くて契約を履行しな
かった者
 その他、会社に損害を与えた者
ウ 次の各号のいずれかに該当すると認めら
れるもので、その事実があった後、１年を
経過していない者。代理人、支配人その他
の使用人として使用する者についても同様
とする。
 公共機関の職員に対して行った贈賄の
容疑により公訴を提起された者
 公共機関が発注した契約に関し、談合
又は競売入札妨害の容疑により公訴を提
起された者

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている書類等を令和７年11月25日午前10
時30分までに下記５に示す場所に提出しなけれ
ばならない。提出された書類等を審査の結果、
当該事項を履行することができると認められた
者に限り、入札の対象者とする。なお、提出し
た書類等について説明を求められたときはこれ
に応じなければならない。
４ 入札説明会の日時
令和７年10月20日に開催するので、出席を希
望する者は出席予定者等を令和７年10月14日午
前10時30分までに提出すること。
５ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先 〒1008793 東京都千代田区大
手町二丁目３番１号 株式会社ゆうちょ銀行
コーポレートスタッフ部門総務部（契約担当）
担当 花澤 洋一 電話0334771710

エ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立をした者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ

き再生手続開始の申立をした者。ただし、
更生手続又は再生手続の終結の決定を受け
た者を除く。
オ 前各号に掲げる者のほか、反社会的勢力
と認められる者。なお、反社会的勢力とは
暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった
時から５年を経過しない者、暴力団準構成
員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動
等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団、そ
の他これらに準ずる者等の属性要件のほか
次に掲げる行為を行う者をいう。
 暴力的な要求行為
 法的な責任を超えた不当な要求行為
 取引に関して、脅迫的な言動をし、又
は暴力を用いる行為
 風説を流布し、偽計を用い又は威力を
用いて当社の信用を毀損し、又は当社の
業務を妨害する行為
 からに準ずる行為

 株式会社ゆうちょ銀行における取引先資格
審査において、資格を有すると認められた者
又は総務省競争参加資格（全省庁統一資格）
を有する者であること。


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６ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件を満たさない者の入札及び入札の条
件に違反した入札
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 株式会社ゆうちょ銀行取引先資格審査申請
書の提出 参加条件を満たさない者で入札を
希望する者は、当社所定の審査申請書に必要
事項を記入の上、上記５に示す場所へ提出す
ること。なお、申請の時期によっては本件入
札に間に合わない場合がある。
 電子入札システムの入力方法 落札決定に
当たっては、電子入札システムに入力された
金額に当該金額の10％に相当する額を加算し
た額（当該金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、落札者は消費税及び地方
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を電子入札システ
ムに入力すること。
 落札者の決定方法 入札説明書で指定する
性能等の要件のうち必須とした要件について
の基準をすべて満たしている提案をした入札
者であって、予定価格の範囲内で有効な入札
を行った入札者の中から、入札説明書で定め
る総合評価落札方式をもって落札者を決定す
る。

７ Summary

 Contracting entity : Ryotaro Yamada,

Executive officer JAPAN POST BANK

Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Advisory services for supporting

the streamlining of existing operations and

system procurement related to personal

loans

 Fulfillment period : From contract date

through 27 February 2026

 Fulfillment place : To be specified later

 Time limit for tender : 10 : 30 AM 25 No‑

vember 2025

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have been qualified through

the examination of qualifications by

JAPAN POST BANK Co., Ltd. for partici‑

pating in tenders for manufacturing or pur‑

chasing equipment.

 Contact Point for the notice : Youichi Ha‑

nazawa, General Affairs Department, Cor‑

porate Administration Division, JAPAN

POST BANK Co., Ltd. Otemachi Place

West tower 231 Otemachi Chiyoda‑ku
Tokyo 1008793, Japan. TEL 033477
1710

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
東京地下鉄株式会社
経営企画本部デジタルイノベーション

推進部長 酒井 省二
◎調達機関番号 414 ◎所在地番号 13
〇第 150 号
１ 調達内容
 品目分類番号 78
 調達役務及び数量 ネットワーク機器撤去
及び買取業務 一式
 調達役務の特質等 入札説明書による。
 履行期限 令和８年３月19日。詳細は、入
札説明書による。
 引渡場所 東京地下鉄㈱の指定場所
 入札方法 の業務について入札に付す
る。落札決定にあたっては、入札書に記載さ
れた金額に、消費税法及び地方消費税法の規
定により定められた税率により算定された金
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てる
ものとする。）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額のうち消費税額等に
相当する額を除いた金額を記載した入札書を
提出すること。

２ 競争参加資格
 契約を締結する能力を有しない者でないこ
と。
 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない
者でないこと。
 入札説明書３ア～サに掲げる事項のいず
れかに該当すると認められる者で、その事実
があった後３年を経過しない者でないこと。
 経営状況が著しく不健全であると認められ
る者でないこと。
 暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢
力又はそれらの者との関与があると認められ
る者でないこと。
 ４に示す日から開札の時までの期間に、
東京地下鉄㈱から取引先資格停止基準に基づ
く資格停止を受けていないこと。
 国税又は地方税を滞納している者でないこ
と。
 その他入札説明書に定める条件を満たす者
であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1108614 東京都台東区東上野３19６
東京地下鉄㈱デジタルイノベーション推進部
電話0338377033
電子メール
didiv_business_m※tokyometro.jp（※は

@に置換）
 入札説明書の交付方法
 交付期間 令和７年10月17日まで
 交付時間 平日10時～12時及び14時～16
時
 交付場所 電子メールにて交付する。必
要事項（調達番号、件名、住所、社名、担
当者所属及び氏名、電話番号）を記入し
に記したメールアドレスに申し込むこと。
紙媒体による交付を希望する者はにて交
付する。

 入札、開札の日時及び場所 令和７年11月
26日16時 東京地下鉄㈱ 本社会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Seiji Sakai, Digital Inno‑

vation Promotion Dept., Corporate Plan‑

ning Headquarters Tokyo Metro Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 78

 Nature and quantity of the services to be

procured : Network Equipment Removal

and Purchase Services. : 1 set

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除

 入札者に要求される事項 入札に参加を希
望する者は、入札説明書に明記されている申
請書において、証明する書類（以下「申請書
等」という。）を令和７年10月21日16時までに
上記３の場所に提出しなければならない。
提出された申請書等を審査の結果、当該業務
を履行できると認められた者に限り入札の対
象とする。なお、提出した申請書等について
説明を求められたときはこれに応じなければ
ならない。
 過去相当期間内において、当該業務と同
等の規模・内容の撤去及び買取の履行実績
を有している者。
 東京地下鉄㈱が仕様書等において示す全
ての要件を満たすことができる者。
 東京地下鉄㈱が定めた期日までに上記
～の内容を満たすことを証明できる書
類を提出することができ、かつ、会社が当
該内容に関して説明を求めたときに、直ち
にそれに応じられる者。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した役務に
ついて、の書類を提出し、競争参加資格を
認められた入札者であって、予定価格の制限
の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
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 Fulfillment period : By March 19, 2026

 Place of Delivery : Tokyo Metro Co., Ltd.

Designated place.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in tenders are those who

shall ;

 not have had a judgment of in‑

competency made against them.

 not have declared bankruptcy and are

still unable to be reinstated.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
日本年金機構本部調達管理部長 木下 敏克

◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
〇第 64 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達等件名及び数量 機構本部における文
書受付・発送等業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 履行開始日から令和９年４月９
日まで
 履行場所 日本年金機構が指定する場所
 入札方法 入札は、各項目について、１件
（箱、時間）当たりの単価に予定数量を乗じ
て算出した総価にて行う。
 入札参加者は当該業務にかかる経費のほ
か、輸送費、保険料等その他一切の諸経費
を含めた入札金額を見積もるものとする。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に、消費税等に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てるもの
とする。）をもって落札価格とする。
 入札参加者は、消費税等に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額から消費税等に相当す
る金額を控除した金額を入札書に記載する
こと。

 電子入札システムの利用 本案件における
入札手続は電子入札システムにより行う。電
子入札システムの運用及び取扱いは、「日本年
金機構電子入札運用基準」に基づくためあわ
せて確認すること。なお、電子入札システム
により難い者は、日本年金機構が認める場合
に限り、紙入札での参加を認めるものとする。

２ 競争参加資格
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者に該当しない者であ
ること。ただし、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は除く。
 日本年金機構の調達において、次のいずれ
かに該当し、かつその事実があった後３年（日
本年金機構から競争参加資格停止措置又は厚
生労働省から指名停止の措置を受けている場
合はその期間）を経過していない者でないこ

と。また、その者を代理人、支配人その他の
使用人として使用する者又は入札代理人とし
て使用する者についても、同様とする。
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をしたとき。
 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合したとき。
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げたとき。
 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げたとき。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。
 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡの
等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争
参加資格を有する者であること。
 全省庁統一資格にかかる資格審査申請書又
は添付書類に虚偽の事実を記載していないと
認められる者であること。
 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。
 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札参加者に要求される事項 この一般競
争に参加する者は、競争参加に必要な書類等
及び入札説明書に示す総合評価のための書類
（提案書）を令和７年10月31日18時00分まで
に提出しなければならない。入札参加者の競
争参加に必要な書類等は日本年金機構におい
て審査するものとし、採用し得ると判断され
た場合の入札書のみを落札決定の対象とす
る。入札参加者は、日本年金機構から当該書
類等に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札参加者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書、その他入札の条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 業務を履行できると日
本年金機構が判断した書類及び入札書を提出
した入札参加者であって、日本年金機構が入
札説明書で指定する技術等のうち、必須とし
た最低限の要求をすべて満たしている性能等
を提案した入札参加者の中から、日本年金機
構の予定価格の制限の範囲内であり、入札説
明書に定める総合評価により選定した者を
もって落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち次順位の者を落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の配付方法及び問い合わせ先
日本年金機構ホームページ・調達情報から
ダウンロードすること。 〒1688505 東京
都杉並区高井戸西３５24 日本年金機構
本部調達管理部契約グループ 浅川 七海
電話0353441100 内線（6348）
 業務説明会の日時及び場所
日時：令和７年10月14日 10時00分
場所：オンラインによる実施
※業務説明会への参加を希望する場合は、令
和７年10月８日12時00分までに入札説明書
に記載の方法により参加申込をすること。

 入札書の受領期限 令和７年12月８日18時
00分まで
 開札の日時及び場所 令和７年12月９日13
時30分 東京都杉並区高井戸西３５24
日本年金機構本部１階入札室

 not fall under any of the conditions list‑

ed in item 3ア～サ of the Tender In‑

structions in the past three years.

 not have their company financial con‑

dition been deemed remarkably unsound.

 not belong to a crime syndicate or have

relations with anyone who does.

 have not had suppliers qualification

suspended, according to the companys

supplier qualification regulations, be‑

tween October 21, 2025 and the period of

the tender.

 not be defaulting on national or local

taxes.

 comply with other details requirements

in the tender documentation.

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 PM October 21, 2025.

 Time limit for Tender and Opening

Tender : 4 : 00 PMNovember 26, 2025.

 Contact point for the notice : Digital In‑

novation Promotion Dept., Corporate Plan‑

ning Headquarters Tokyo Metro Co., Ltd.

3196 Higashi‑Ueno, Taito‑Ku Tokyo
1108614 JAPAN TEL : 0338377033
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５ Summary

 Official in charge of disbursement of pro‑

curing entity : Toshikatsu Kinoshita, Direc‑

tor of Procurement Management Departm‑

ent, Japan Pension Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Mail receiving and dispatch at

JPS headquarters, 1 set

 Performance period : 9 April, 2027

 Performance place : To be designated by

Japan Pension Service

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 shall have legal capacity to conclude

contracts, and are not being bankrupt.

This includes minors or those who are

subject to guardianship, if their guardian

grants them permission to do so.

 shall not be suspended/debarred by Ja‑

pan Pension Service, from participating

in tenders. This includes suppliers who

employ such persons as their agents or

representatives.

 shall have Grade A on Offer of ser‑

vices in the Kanto‑Koshinetsu Area in

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Health, Labour

and Welfare (Government‑wide quali‑

fication) in the fiscal years 2025, 2026 and

2027.

 shall meet qualification as indicated in

the tendering instructions.

 Time‑limit for tender : 18 : 00, 8 Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : Nami Asa‑

kawa, Contracting Group, Procurement

Management Department, Japan Pension

Service, 3524, Takaido‑nishi, Sugina‑
mi‑ku, Tokyo 1688505 Japan TEL : 03
53441100

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
日本年金機構本部調達管理部長 木下 敏克
◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
〇第 65 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達等件名及び数量 中央年金センターに
おける年金給付業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 履行開始日から令和９年４月９
日まで
 履行場所 日本年金機構が指定する場所
 入札方法 入札は、各項目について、１件
当たりの単価に予定数量を乗じて算出した総
価にて行う。
 入札参加者は当該業務にかかる経費のほ
か、輸送費、保険料等その他一切の諸経費
を含めた入札金額を見積もるものとする。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に、消費税等に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てるもの
とする。）をもって落札価格とする。
 入札参加者は、消費税等に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額から消費税等に相当す
る金額を控除した金額を入札書に記載する
こと。

 電子入札システムの利用 本案件における
入札手続は電子入札システムにより行う。電
子入札システムの運用及び取扱いは、「日本年
金機構電子入札運用基準」に基づくためあわ
せて確認すること。なお、電子入札システム
により難い者は、日本年金機構が認める場合
に限り、紙入札での参加を認めるものとする。

２ 競争参加資格
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者に該当しない者であ
ること。ただし、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は除く。

 日本年金機構の調達において、次のいずれ
かに該当し、かつその事実があった後３年（日
本年金機構から競争参加資格停止措置又は厚
生労働省から指名停止の措置を受けている場
合はその期間）を経過していない者でないこ
と。また、その者を代理人、支配人その他の
使用人として使用する者又は入札代理人とし
て使用する者についても、同様とする。
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をしたとき。
 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合したとき。
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げたとき。
 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げたとき。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。
 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡの
等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争
参加資格を有する者であること。
 全省庁統一資格にかかる資格審査申請書又
は添付書類に虚偽の事実を記載していないと
認められる者であること。
 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。
 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の配付方法及び問い合わせ先
日本年金機構ホームページ・調達情報から
ダウンロードすること。 〒1688505 東京
都杉並区高井戸西３５24 日本年金機構
本部調達管理部契約グループ 浅川 七海
電話0353441100 内線（6348）

 業務説明会の日時及び場所
日時：令和７年10月14日 11時00分
場所：オンラインによる実施
※業務説明会への参加を希望する場合は、令
和７年10月８日12時00分までに入札説明書
に記載の方法により参加申込をすること。

 入札書の受領期限 令和７年12月８日18時
00分まで
 開札の日時及び場所 令和７年12月９日13
時50分 東京都杉並区高井戸西３５24
日本年金機構本部１階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札参加者に要求される事項 この一般競
争に参加する者は、競争参加に必要な書類等
及び入札説明書に示す総合評価のための書類
（提案書）を令和７年10月31日18時00分まで
に提出しなければならない。入札参加者の競
争参加に必要な書類等は日本年金機構におい
て審査するものとし、採用し得ると判断され
た場合の入札書のみを落札決定の対象とす
る。入札参加者は、日本年金機構から当該書
類等に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札参加者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書、その他入札の条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 業務を履行できると日
本年金機構が判断した書類及び入札書を提出
した入札参加者であって、日本年金機構が入
札説明書で指定する技術等のうち、必須とし
た最低限の要求をすべて満たしている性能等
を提案した入札参加者の中から、日本年金機
構の予定価格の制限の範囲内であり、入札説
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明書に定める総合評価により選定した者を
もって落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち次順位の者を落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of pro‑

curing entity : Toshikatsu Kinoshita, Direc‑

tor of Procurement Management Departm‑

ent, Japan Pension Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Pension benefits business at JPS

Central Pension Center, 1 set

 Performance period : 9 April, 2027

 Performance place : To be designated by

Japan Pension Service

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 shall have legal capacity to conclude

contracts, and are not being bankrupt.

This includes minors or those who are

subject to guardianship, if their guardian

grants them permission to do so.

 shall not be suspended/debarred by Ja‑

pan Pension Service, from participating

in tenders. This includes suppliers who

employ such persons as their agents or

representatives.

 shall have Grade A on Offer of ser‑

vices in the Kanto‑Koshinetsu Area in

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Health, Labour

and Welfare (Government‑wide quali‑

fication) in the fiscal years 2025, 2026 and

2027.

 shall meet qualification as indicated in

the tendering instructions.

 Time‑limit for tender : 18 : 00, 8 Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : Nami Asa‑

kawa, Contracting Group, Procurement

Management Department, Japan Pension

Service, 3524, Takaido‑nishi, Sugina‑
mi‑ku, Tokyo 1688505 Japan TEL : 03
53441100

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
日本年金機構本部調達管理部長 木下 敏克
◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
〇第 66 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達等件名及び数量 障害年金センターに
おける点検・入力等業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 履行開始日から令和10年４月７
日まで
 履行場所 日本年金機構が指定する場所
 入札方法 入札は、各項目について、１件
当たりの単価に予定数量を乗じて算出した総
価にて行う。
 入札参加者は当該業務にかかる経費のほ
か、輸送費、保険料等その他一切の諸経費
を含めた入札金額を見積もるものとする。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に、消費税等に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てるもの
とする。）をもって落札価格とする。
 入札参加者は、消費税等に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額から消費税等に相当す
る金額を控除した金額を入札書に記載する
こと。

 電子入札システムの利用 本案件における
入札手続は電子入札システムにより行う。電
子入札システムの運用及び取扱いは、「日本年
金機構電子入札運用基準」に基づくためあわ
せて確認すること。なお、電子入札システム
により難い者は、日本年金機構が認める場合
に限り、紙入札での参加を認めるものとする。

２ 競争参加資格
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者に該当しない者であ
ること。ただし、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は除く。
 日本年金機構の調達において、次のいずれ
かに該当し、かつその事実があった後３年（日
本年金機構から競争参加資格停止措置又は厚
生労働省から指名停止の措置を受けている場
合はその期間）を経過していない者でないこ
と。また、その者を代理人、支配人その他の
使用人として使用する者又は入札代理人とし
て使用する者についても、同様とする。
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をしたとき。
 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合したとき。
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げたとき。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の配付方法及び問い合わせ先
日本年金機構ホームページ・調達情報から
ダウンロードすること。 〒1688505 東京
都杉並区高井戸西３５24 日本年金機構
本部調達管理部契約グループ 飯塚美有紀
電話0353441100 内線（6346）
 業務説明会の日時及び場所 業務説明会は
実施しない。
 入札書の受領期限 令和７年12月４日18時
00分まで
 開札の日時及び場所 令和７年12月５日13
時30分 東京都杉並区高井戸西３５24
日本年金機構本部１階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札参加者に要求される事項 この一般競
争に参加する者は、競争参加に必要な書類等
及び入札説明書に示す総合評価のための書類
（提案書）を令和７年10月24日18時00分まで
に提出しなければならない。入札参加者の競
争参加に必要な書類等は日本年金機構におい
て審査するものとし、採用し得ると判断され
た場合の入札書のみを落札決定の対象とす
る。入札参加者は、日本年金機構から当該書
類等に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札参加者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書、その他入札の条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要

 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げたとき。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。
 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡの
等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争
参加資格を有する者であること。
 全省庁統一資格にかかる資格審査申請書又
は添付書類に虚偽の事実を記載していないと
認められる者であること。

 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。
 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。
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 落札者の決定方法 業務を履行できると日
本年金機構が判断した書類及び入札書を提出
した入札参加者であって、日本年金機構が入
札説明書で指定する技術等のうち、必須とし
た最低限の要求をすべて満たしている性能等
を提案した入札参加者の中から、日本年金機
構の予定価格の制限の範囲内であり、入札説
明書に定める総合評価により選定した者を
もって落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち次順位の者を落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of pro‑

curing entity : Toshikatsu Kinoshita, Direc‑

tor of Procurement Management Departm‑

ent, Japan Pension Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Check and data entry at JPS Dis‑

ability Pension Center, 1 set

 Performance period : 7 April, 2028

 Performance place : To be designated by

Japan Pension Service

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 shall have legal capacity to conclude

contracts, and are not being bankrupt.

This includes minors or those who are

subject to guardianship, if their guardian

grants them permission to do so.

入札公告の取消
令和７年 10 月３日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達一室長 松波 秀樹
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 62 号
令和７年８月15日（号外政府調達第151号16ペー
ジ）４段目掲載の入札公告産総第62号の「表層型
メタンハイドレート堆積物試料解析用Ｘ線ＣＴ装
置 一式」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、総合評価落札方式（技術提案評価型
Ｓ型）、「新技術導入促進型」、「技術提案簡易評価
型」、「余裕期間制度（フレックス制度）」、「参加表
明段階で技術者の資料を求めない方式の試行工
事」、「建設業法第26条第３項第一号の規定の適用
を受ける監理技術者又は主任技術者及び建設業法
第26条第３項第二号の規定の適用を受ける監理技
術者（以下、「専任特例の監理技術者等」）の配置を
認めない工事」である。
また、本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加点を行う工事である。
令和７年 10 月３日

契約担当官
関東地方整備局長 橋本 雅道

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おけるプレストレスト・コンクリート工事に
係る一般競争参加資格の認定を受けているこ
と（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、関東地
方整備局長（以下「局長」という。）が別に定
める手続に基づく一般競争参加資格の再認定
を受けていること。）。

 本発注工事は、以下に示す試行等の対象工
事である。詳細は、入札説明書別表１によ
る。
 「工事環境の改善」実施工事

 完成時の工事成績評定の結果により、総
合評価落札方式の加算点等を減ずる試行工
事
 工事コスト調査結果により、工事成績評
定を減ずる試行工事
 建設リサイクル法対象工事
 総価契約単価合意方式
 「設計・施工技術連絡会議（三者会議）」
の設置対象工事
 「設計審査会」の設置対象工事
 現場代理人と配置予定の主任（監理）技
術者の兼務を認めない試行工事
 ＩＣＴ活用工事【構造物工（橋梁上部）（施
工者希望Ⅱ型）】
 ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事【発注者指定型】
 工事工程表の開示の試行工事
 週休２日制適用工事（完全週休２日）
 新技術導入促進型
 技術提案簡易評価型
 「生産性向上チャレンジ」試行工事
 熱中症対策に資する現場管理費の補正の
試行工事
 条件明示チェックリスト開示の試行工事
 契約変更手続きの透明性を確保するため
の第三者による適正性チェックについて
（試行）
 低炭素型コンクリートを使用したプレ
キャスト製品を導入する試行工事
 参加表明段階で技術者の資料を求めない
方式の試行工事

 shall not be suspended／debarred by
Japan Pension Service, from participat‑

ing in tenders. This includes suppliers

who employ such persons as their agents

or representatives.

 shall have Grade A on Offer of ser‑

vices in the Kanto‑Koshinetsu Area in

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Health, Labour

and Welfare (Government‑wide quali‑

fication) in the fiscal years 2025, 2026 and

2027.

 shall meet qualification as indicated in

the tendering instructions.

 Time‑limit for tender : 18 : 00, 4 Decem‑

ber, 2025

 Contact point for the notice : Miyuki Ii‑

zuka, Contracting Group, Procurement Ma‑

nagement Department, Japan Pension Ser‑

vice, 3524, Takaido‑nishi, Suginami‑ku,
Tokyo 1688505 Japan TEL : 035344
1100

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ７横環南新小雀高架橋上部工事
（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 神奈川県横浜市戸塚区小雀町地
先
 工事内容 橋種：ＰＣ４径間連結ポステン
コンポ桁橋 橋長：1285ｍ 支間長：30525
ｍ＋２＠30575ｍ＋30525ｍ プレキャスト
セグメント製作工20本、プレキャストセグメ
ント主桁組立工20本、支承工40個、架設工（ク
レーン架設）１式、床版工１式、橋梁付属物
工１式、仮設工１式
 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、余裕期間を設定した
工事である。詳細は入札説明書による。
全体工期：契約締結の翌日から令和９年12
月28日まで
 使用する主要な資機材 プレキャスト桁
20本
 本工事は、入札時に技術提案［ＶＥ提案］
を受け付けるとともに、「工事全般の施工計
画」及び「賃上げの実施に関する評価」、「ワー
ク・ライフ・バランス関連認定企業の評価」
を求め、価格と価格以外の要素を総合的に評
価して落札者を決定する［総合評価落札方式
（技術提案評価型Ｓ型）］の工事である。また、
品質確保のための体制その他の施工体制の確
保状況を確認し、施工内容を確実に実現でき
るかどうかについて審査し、評価を行う施工
体制確認型総合評価落札方式の試行工事であ
る。また、本工事は、契約締結後に施工方法
等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行
工事である。
なお、配置予定技術者の計画的運用に資す
ることを目的に申請書と合わせて提出を求め
ている配置予定技術者の資格要件に係る資料
の提出期限を、落札前まで延伸する試行工事
である。
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 会社更生法に基づき、更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者（
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成22年４月１日以降に、元請けとして完
成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同
種工事の施工実績を有すること（共同企業体
の構成員としての実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る。（ただし、異工種建設
工事共同企業体については適用しない。））。
 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）ま
たは鉄道橋（モノレール及び新交通は除く）
であること。ただし、いずれの場合も橋を
構成する主要な部材がコンクリートである
こと。
 橋梁型式が床版橋を除くＰＣ橋であるこ
と。
ただし、上記、は同一工事であること。
ただし、申請できる同種工事の施工実績は
１件のみとし、これを超える件数の施工実績
を申請した場合は、申請されたすべての工事
を実績として認めない。
なお、当該実績が国土交通省が発注した工
事のうち入札説明書に示すものに係る実績で
ある場合にあっては、評定点合計が入札説明
書に示す点数未満であるものを除く。
経常建設共同企業体にあっては、構成員の
うち１社が上記の施工実績を有し、他の構成
員は、上記の施工実績を有すること。
また、異工種建設工事共同企業体としての
実績は、協定書による分担工事の実績のみ同
種工事の実績として認める。
 工事全般の施工計画が適正であること。
 現地での施工期間について、次に掲げる基
準を満たす主任（監理）技術者を当該工事に
専任で配置できること。また、本発注工事は
受注者が工事の始期と終期を設定することが
できる工事であり、契約締結日の翌日から工
事の始期までの間は、主任（監理）技術者の
配置を要しない。
複数の技術者を申請する場合は、申請する
全ての者について次に掲げる基準を満たして
いること。
 主任技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。あるいは、本発注工事の工
事種別に対応した登録基幹技能者講習修了
証を有する者であること。

監理技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。詳細は入札説明書による。
 １人の者が、過去に元請けとして完成・
引渡しが完了した上記、に掲げる工
事の経験を有する者であること。（共同企業
体の構成員としての経験は、出資比率が
20％以上の場合のものに限る。（ただし、異
工種建設工事共同企業体については適用し
ない。））
ただし、上記、は同一工事であるこ
と。
ただし、申請できる同種工事の工事経験
は１件のみとし、これを超える件数の工事
経験を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を経験として認めない。
なお、当該経験が平成８年４月１日以降
に完成・引渡しが完了した国土交通省が発
注した工事のうち入札説明書に示すものに
係る経験である場合にあっては、評定点合
計が入札説明書に示す点数未満であるもの
を除く。
ただし、経常建設共同企業体にあっては、
１社の主任（監理）技術者が上記の工事経
験を有していればよい。
また、異工種建設工事共同企業体として
の経験は、協定書による分担工事において
の経験のみ同種工事の経験として認める。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証を有し、監理技術者講習を修了してい
る者であること。
 配置予定の主任（監理）技術者にあって
は直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を明示することができる資
料を入札説明書別記様式３で求めてお
り、その明示がなされない場合は入札に参
加できない。詳細は入札説明書による。
 競争参加資格確認資料【配置予定技術者】
（以下「資料（技術者）」という。）の提出を
求められた者は上記からについて確認
出来る書類を提出依頼書に記載の提出期限
までに提出すること。当該書類が提出され
ない場合は、当該者の行った入札は無効と
する。詳細は入札説明書による。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び資料（技術者）に係るものを除
く競争参加資格確認資料（以下「資料」とい
う。）の提出期限の日から開札の時までの期間
に、局長から工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（昭和59年３月29日付け建設省厚
第91号）に基づく指名停止を受けていないこ
と。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連のある建設業者でないこと。なお、
設計業務等の受託者が設計共同体である場合
は、設計共同体の各構成員又は当該構成員と
資本若しくは人事面において関連がある建設
業者でないこと。詳細は入札説明書による。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。詳細は入札説明書
による。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 総合評価に関する事項
 落札方式
 入札参加者は「価格」、「技術提案［ＶＥ
提案］」、「工事全般の施工計画」、「賃上げの
実施に関する評価」、「ワーク・ライフ・バ
ランス関連認定企業の評価」及び「施工体
制」をもって入札し、次の、の要件に
該当する者のうち、「総合評価の方法」
によって得られた数値（以下「評価値」と
いう。）の最も高い者を落札候補者とし、資
料（技術者）の提出を求め、配置予定技術
者の競争参加資格があると認められた場
合、その者を落札者とする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した
数値（「基準評価値」）に対して下回らない
こと。

 において、評価値の最も高い落札候補
者が２人以上あり、配置予定技術者の競争
参加資格があると認められた場合、当該者
にくじを引かせ落札者を決定する。

 総合評価の方法
 「標準点」を100点とし、「施工体制評価
点」の最高点を30点、及び「加算点」の最
高点を645点とする。
 「加算点」の算出方法は、予定価格の制
限の範囲内での入札参加者のうち、下記、
、、のそれぞれの評価項目毎に評価
を行い加算点を算出する。また、「施工体制
評価点」は下記の評価項目を評価して算
出する。なお、「施工体制評価点」の低い者
に対しては「加算点」を減ずる場合がある。
 技術提案［ＶＥ提案］の項目として「プ
レストレスト・コンクリート構造物の品
質確保に係わる具体的な提案」
 工事全般の施工計画
 賃上げの実施に関する評価
 ワーク・ライフ・バランス関連認定企
業の評価
 施工体制（施工体制評価点）
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は入札参加者の「標準点」と、「加算点」
及び「施工体制評価点」の合計を、当該入
札者の入札価格で除して得た評価値をもっ
て行う。
 、、、、の評価項目につい
て、共通仕様書、特記仕様書及び関係法令
を遵守し、一般的な施工機械により施工（詳
細は入札説明書参照。）及び管理する方法を
用いて作業を行う者で、入札説明書等に記
載された要求要件を実現できると認められ
る場合に標準点（100点）を与え、さらに
の技術提案［ＶＥ提案］及びの工
事全般の施工計画、賃上げの実施に関
する評価、ワーク・ライフ・バランス
関連認定企業の評価並びにの施工体制
の内容に応じて、それぞれ加算点及び施工
体制評価点を算出し与える。なお、の
技術提案［ＶＥ提案］を行わない者は、
の内容に応じて、それぞれ加算点
及び施工体制評価点を算出し与える。
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 の「プレストレスト・コンクリート
構造物の品質確保に係わる具体的な提案」
の技術提案［ＶＥ提案］については、予定
価格の制限の範囲内の入札参加者のうち、
提案内容に応じて、それぞれ、Ⅴ（30点）、
Ⅳ（23点）、Ⅲ（15点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（３
点）及び不採用により評価を行い加算点を
与える。
の「工事全般の施工計画」について
は、予定価格の制限の範囲内の入札参加者
のうち、内容に応じて、Ⅴ（30点）、Ⅳ
（23点）、Ⅲ（15点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（０
点）により評価を行い加算点を与える。な
お、未提出である又は全ての提案が不適切
である場合は欠格とする。
の「賃上げの実施に関する評価」に
ついては、予定価格の制限の範囲内の入札
参加者のうち、賃上げの実施を表明し、評
価基準を満たした企業等に対し、４点の加
算点を与える。なお、賃上げの実施を表明
しない場合、又は表明内容が評価基準を満
たしていない場合は０点とする。
の「ワーク・ライフ・バランス関連
認定企業の評価」については、ワーク・ラ
イフ・バランス関連の認定を受けていると
申請し、05点の加算点を与える。なお、
認定を受けていると申請しない場合、又は
申請内容が評価基準を満たしていない場合
は０点とする。

 、、、の評価基準の詳細は入
札説明書による。
 「プレストレスト・コンクリート構
造物の品質確保に係わる具体的な提案」につ
いては、受注者の責により入札時の評価内容
が実施されていないと判断された場合は、ペ
ナルティとして、工事成績評定を減ずること
とし、未実施の評価項目毎に５点減ずる。
 で求めた、工事全般の施工計画につ
いては、履行状況から、受注者の責により入
札時の評価項目の内容が実施されていないと
判断された場合は、工事成績評定を減ずるこ
ととし、５点を減ずる。
 で求めた、賃上げの実施に関する評
価については、受注者の事業年度等が終了し
た後、実施の確認を行った結果、実施を確認

するための書類が提出されない場合、表明書
に記載した賃上げ基準に達していない場合、
本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断
された場合は、別途、関東地方整備局総務部
契約課が通知する減点措置の開始の日から１
年間に政府調達の総合評価落札方式による入
札公告が行われる調達に参加する場合、本取
組により加点する割合よりも大きな割合（関
東地方整備局（港湾空港関係を除く。）が調達
する案件については１点大きな配点）の減点
を行う。

４ 入札手続等
 担当部局 関東地方整備局総務部契約課工
事契約調整係 電話0486013151㈹ 内線
2525
電子メール ktr-denshi-baitai@mlit.go.jp
 入札説明書の交付期間及び方法 入札説明
書を電子入札システムにより交付する。ただ
し、やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者に対し
ては、電子メールにより電子データを交付す
るので、上記に電子メールにて依頼を行う
こと。交付期間は令和７年10月３日から令和
８年１月15日までの土曜日、日曜日及び祝日
等（行政機関の休日に関する法律（昭和63年
法律第91号）第１条第１項に規定する行政機
関の休日（以下「休日」という。））を除く毎
日、９時00分から17時00分まで。ただし最終
日は、９時00分から12時00分までとする。
 申請書及び資料（技術者）を除く資料の提
出期間及び方法 令和７年10月３日から令和
７年10月28日までの休日を除く毎日、９時00
分から17時00分まで（最終日は15時00分まで）
電子入札システムにより提出を行うこと。
 歩掛見積参考資料の交付期間及び方法 競
争参加資格を有する者に対しては、歩掛見積
参考資料を電子入札システムにより交付す
る。交付期間は令和７年11月20日から令和８
年１月15日までの休日を除く毎日、９時00分
から17時00分まで。ただし最終日は、９時00
分から12時00分までとする。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 令和７年11月21日から令
和８年１月15日まで 〒3309724 埼玉県さ

いたま市中央区新都心２１さいたま新都心
合同庁舎２号館17階 関東地方整備局総務部
契約課契約第一係 電話0486013151㈹
郵送（書留郵便に限る。提出期間内必着。）又
は託送（書留郵便等、記録の残るものに限る。
提出期間内必着。）により提出すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。入札の締め切りは、令和
８年１月15日12時00分。
開札は、令和８年１月20日10時00分関東地
方整備局総務部契約課にて行う。
なお、落札決定の日はにより配置予定技
術者の競争参加資格があると認められた日以
降を予定する。
 資料（技術者）の送付及び提出方法 落札
候補者に対し、電子メールにて提出依頼書を
送付する。提出方法は提出依頼書によるもの
とする。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行埼玉新都心代理店（埼玉りそな銀行
さいたま新都心支店））。ただし、利付国債
の提供（取扱官庁 関東地方整備局）又は
銀行等の保証（取扱官庁 関東地方整備局）
をもって入札保証金の納付に代えることが
できる。また、入札保証保険契約の締結を
行い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行埼玉新都心代理店（埼玉りそな銀行
さいたま新都心支店））。ただし、利付国債
の提供（取扱官庁 関東地方整備局）又は
金融機関若しくは保証事業会社の保証（取
扱官庁 関東地方整備局）をもって契約保
証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し、
又は履行保証保険契約の締結を行った場合
は、契約保証金を免除する。なお、契約の
締結と同時に契約の保証を付すこと。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料、資料
（技術者）に虚偽の記載をした者のした入札
及び入札に関する条件に違反した入札は無効
とする。
 落札者の決定方法 上記３に定めると
ころに従い、評価値の最も高い者を落札候補
者とし、資料（技術者）の提出を求め、配置
予定技術者の競争参加資格があると認められ
た場合、その者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき、
又はその者と契約を締結することが公正な取
引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著
しく不適当であると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内で発注者の定める最低限
の要求要件を全て満たして入札した他の者の
うち評価値の最も高い者を落札者とすること
がある。なお、落札者となるべき者の入札価
格が予決令第85条に基づく調査基準価格を下
回る場合は、入札説明書に示す予決令第86条
の調査を行うものとする。
 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、発注者に提案するこ
とができる。提案が適正と認められた場合に
は、設計図書を変更し、必要があると認めら
れる場合には請負代金額の変更を行うものと
する。詳細は特記仕様書等による。
 配置予定監理技術者の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技
術者の専任制違反の事実が確認された場合、
契約を結ばないことがある。なお、種々の状
況からやむを得ないものとして承認された場
合の外は、申請書の差し替えは認められない。
 本工事に係る申請書及び資料の提出にあ
たって、技術提案［ＶＥ提案］により施工し
ようとする場合は、その内容を示した技術提
案書［ＶＥ提案］を提出すること。ただし、
技術提案［ＶＥ提案］が適正と認められなかっ
た場合においては、標準案により入札に参加
ができる。


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また、標準案に基づいて施工しようとする
場合は、標準案によって入札に参加する旨を
記載した書面を提出すること（詳細は入札説
明書参照。）。
 専任の監理技術者の配置を義務付けられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある（詳細は入札説明書
参照。）。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 入札書（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格の確認の通知に併せて通知
する。
 競争参加資格の確認の通知において、ＶＥ
提案により競争参加資格を認められた者は当
該提案に基づく入札を行い、標準案を提出し
た者は、標準案に基づく入札を行うことを条
件とし、これに違反した入札は無効とする。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該一般競争参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。ただし、配置予定技術者の競争参加資
格の確認は、開札後に落札候補者に対して資
料（技術者）を求め確認する。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和６
年10月１日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常建

設共同企業体である場合においては、その代
表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない
場合においては、日本国内の主たる営業所の
所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に
定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出したと
きに限り、関東地方整備局総務部契約課
（〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１さいたま新都心合同庁舎２号館17階
電話0486013151㈹）においても当該一
般競争参加資格の認定に係る申請を受け付け
る。
 本案件は、提出資料、入札を電子入札シス
テムで行う対象工事である。また、契約手続
きにかかる書類の授受を電子契約システムで
行う対象工事である。ただし、電子入札シス
テム及び電子契約システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式及び紙契
約方式に代えるものとする。電子入札システ
ム等によらない手続きについては入札説明書
による。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Masa‑

michi Director‑General of Kanto Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the R7 Yokokan‑Minami Shin‑

Kosuzume viaduct superstructure

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

3 : 00 P.M. 28 October 2025.

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 15 January 2026 (tenders brought

with or submitted by mail : 3 : 00 P.M 15 Ja‑

nuary 2026).

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Kanto Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism Sai‑

tama shintoshin National Government Buil‑

ding Tower‑2 21, Shintoshin, Chuou‑
Ward, Saitama City, Saitama Prefecture

3309724 Japan TEL 0486013151 (ex
2525)

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
令和７年 10 月３日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 齋藤 博之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 Ｒ７関西空港海上保安航空基地増
築等設計業務（電子入札対象案件）（電子契約
対象案件）
 業務内容 本業務は関西空港海上保安航空
基地格納庫増築等の設計（基本設計及び実施
設計）を行うものである。
 履行期間 契約締結日の翌日から令和９年
３月19日まで
 本業務は資料の提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象業務である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得た場合に限り紙入札方式に代えるこ
とができるが、書面手続きにおける押印等の
取扱いについて留意すること。
 本業務は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
業務である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えるものとする。
 本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー

マとした技術提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。
 本業務は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業として法令に基づく認定を受け
た企業を加点評価する業務である。

２ 参加資格
技術提案書の提出者は、下記に掲げる資格
を満たしている単体企業、同一の組合又は下記
に掲げる資格を満たしている同一の設計共同
体であること。
 単体企業（組合を含む）
⒜ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
⒝ 近畿地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における令和７・８年度建築関係建設コン
サルタント業務に係る一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていること（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更
生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、近畿地
方整備局長が別に定める手続に基づき一般
競争（指名競争）参加資格の再認定を受け
ていること。）。
⒞ 近畿地方整備局長から、建設コンサルタ
ント業務等に関し指名停止の措置を受けて
いる期間中でないこと。
⒟ 建築士法（昭和25年法律第202号）第23
条の規定に基づく一級建築士事務所の登録
を行っていること。
⒠ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずる者として、
国土交通省発注工事等からの排除要請があ
り、当該状態が継続しているものでないこ
と。
⒡ 参加希望者は代表者又は代理権限のある
名義人のＩＣカードにより、電子入札シス
テムからダウンロードした当該業務の説明
書及び設計図書等（以下「説明書等」とい
う。）に基づき資料を作成すること。ただ
し、電子記録媒体（ＣＤＲ等）を下記５
に持参又は返信用封筒を添えて電子記録


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媒体を郵送することにより電子データの交
付を受け、資料を作成した者も可とする。
なお、「返信用封筒」は簡易書留料金を加
えた所定の料金の切手を貼付すること（以
下、同じ）。
また、「郵送」は郵送（書留郵便に限る）
又は、託送（書留郵便と同等のものとする。）
によるものとする（以下、同じ。）。
⒢ 技術提案書を提出しようとする者の間に
資本関係又は人的関係がないこと。
⒣ 本業務に設計共同体として資料を提出し
た場合、その構成員は、単体として資料を
提出することはできない。

 設計共同体 上記⒜から⒣まで（ただし、
上記⒡については設計共同体の構成員のう
ち一者が満たしていればよい。）に掲げる条件
を満たしている者より構成される設計共同体
であって、「競争参加者の資格に関する公示」
（令和７年10月３日付け近畿地方整備局長）
に示すところにより近畿地方整備局長から本
業務に係る設計共同体としての競争参加者の
資格（以下「設計共同体としての資格」とい
う。）の認定を受けているものであること。

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
 配置予定の技術者の資格
 配置予定の技術者の経験及び能力 同種又
は類似業務の実績の内容、担当した業務の業
務成績、表彰の実績

４ 技術提案書を特定するための評価基準
 配置予定の技術者の資格
 配置予定の技術者の経験及び能力 同種又
は類似業務の実績の内容、担当した業務の業
務成績、表彰の実績、ＣＰＤ
 業務実施方針及び手法 業務の理解度及び
取組意欲、業務の実施方針、評価テーマに対
する技術提案
 ＷＬＢ（ワーク・ライフ・バランス）関連
認定制度

５ 手続等
 担当部局 〒5408586 大阪市中央区大手
前３１41大手前合同庁舎 国土交通省近
畿地方整備局総務部契約課契約第一係 ＴＥ
Ｌ0669421141
Mail kkr-keiyaku-keiyakukakari2@gxb.
mlit.go.jp

 説明書等の交付期間、場所及び方法 説明
書等を電子入札システムにより交付する（電
子入札システムの調達案件一覧中、本案件の
「掲載文書一覧」欄から、ダウンロードする
こと。）。
交付期間は、手続き開始の公示日から令和
７年10月15日までのうち、行政機関の休日に
関する法律（昭和63年法律第91号）第１条第
１項に規定する行政機関の休日（以下「休日」
という。）を除く毎日、９時00分から18時00分
まで（ただし、最終日は参加表明書提出期限
の16時00分まで。）。
ただし、上記交付方法による入手ができな
い参加希望者に対しては、電子記録媒体（Ｃ
ＤＲ等）を下記⒝に持参又は返信用封筒を
添えて電子記録媒体を郵送することにより、
電子データにて交付するので、下記⒝にあら
かじめ申し込みを行った上で、以下の場所、
期間にて交付する。
⒜ 交付期間 手続開始の公示日から令和７
年10月15日までの休日を除く毎日、９時15
分から18時00分まで（ただし、最終日は16
時00分まで。）。
⒝ 申込先及び交付場所 〒5408586 大阪
市中央区大手前３１41大手前合同庁舎
国土交通省近畿地方整備局総務部契約課
契約第一係 ＴＥＬ0669421141
Mail kkr-keiyaku-keiyakukakari2
@gxb.mlit.go.jp

⒞ 交付申込期限 令和７年10月15日12時00
分まで。

 参加表明書の提出期限、提出場所及び方法
令和７年10月15日16時00分までに技術資料
等アップロードシステムにより提出するこ
と。ただし、発注者の承諾を得て紙入札方式
による場合は、持参・郵送により上記５の
担当部局に提出すること。
 技術提案書の提出期限、提出場所及び方法
令和７年12月９日16時00分までに技術資料
等アップロードシステムにより提出するこ
と。ただし、発注者の承諾を得て紙入札方式
による場合は、持参・郵送により上記５の
担当部局に提出すること。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 本業務における契約保証金は納付する（保
管金の取扱店 日本銀行大阪支店）。ただし、
利付国債の提供（取扱官庁 近畿地方整備局）
又は金融機関若しくは保証事業会社の保証
（取扱官庁 近畿地方整備局）をもって契約
保証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し、又
は履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。
 契約書作成の要否 要
 当該業務に直接関連する他の設計業務の委
託契約を当該業務の委託契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 有（関西
空港海上保安航空基地増築等設計その２業務
（設計意図伝達業務））
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 上記２⒝に掲げる一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていない単体企業、又
は上記２に掲げる設計共同体としての資格
の認定を受けていないもの（一般競争（指名
競争）参加資格の認定を受けていない単体企
業を構成員とする場合を含む。）も上記５に
より参加表明書を提出することができるが、
その者が技術提案書の提出者として選定され
た場合であっても、技術提案書を提出するた
めには、技術提案書の提出の時において、当
該資格の認定を受けていなければならない。
 詳細は説明書による。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : SAITO Hiroyuki

Director‑General of Kinki Regional Devel

opment Bureau

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Kansai

airport coast guard air station

 Time‑limit to express interests : 4 : 00

p.m. 15 October 2025

 Time‑limit for the submission of propos‑

als : 4 : 00 p.m. 9 December 2025

 Contact point for documentation : FUJII

Naoki the first subsection chief Contract

Division, relating to the proposal : Kinki

Regional Development Bureau Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 3141, Otemae Chuou‑ward, Osaka‑
city, 5408586, Japan Tel 0669421141
Mail kkr-keiyaku-keiyakukakari2@gxb.
mlit.go.jp

競争参加者の資格に関する公示

Ｒ７関西空港海上保安航空基地増築等設計業務
に係る設計共同体としての競争参加者の資格（以
下「設計共同体としての資格」という。）を得よう
とする者の申請方法等について、次のとおり公示
します。
令和７年 10 月３日

近畿地方整備局長 齋藤 博之
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 業務内容
 業務名 Ｒ７関西空港海上保安航空基地増
築等設計業務
 業務内容 本業務は関西空港海上保安航空
基地格納庫増築等の設計（基本設計及び実施
設計）を行うものである。
 履行期間 契約締結日の翌日から令和９年
３月19日まで

 一般競争（指名競争）参加資格の申請の時
期及び場所 上記２に掲げる一般競争（指
名競争）参加資格の認定に係る申請は、「競争
参加者の資格に関する公示」（令和６年10月１
日付け国土交通省大臣官房会計課長、国土交
通省大臣官房官庁営繕部管理課長公示）別記
に掲げる当該者（当該者が設計共同体である
場合においては、その代表者。）の本店所在地
（日本国内に本店がない場合においては、日
本国内の主たる営業所の所在地。以下同じ。）
の区分に応じ、同別記に定める提出場所にお
いて受け付ける。
なお、当該者が参加表明書を提出したとき
に限り、近畿地方整備局総務部契約課調査係
（〒5408586 大阪府大阪市中央区大手前
３１41 電話0669421141（代表））に
おいても、当該指名競争参加資格の認定に係
る申請を受け付ける。
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２ 申請の時期
令和７年10月３日から令和７年10月15日まで
（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律
第91号）第１条第１項に規定する行政機関の休
日（以下、「休日」という。）を除く。）。
なお、令和７年10月15日以降当該業務に係る
技術提案書の提出の時まで（休日を除く。）にお
いても、随時、申請を受け付けるが、当該提出
の時までに審査が終了せず、技術提案書を提出
できないことがある。
受付時間は（受付期間中の各日とも）９時15
分から16時30分までとする。ただし、提出締切
最終日は正午までとする。
３ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（建設コンサルタント業務等）」（以下「申
請書」という。）は、令和７年10月３日から近
畿地方整備局総務部契約課において設計共同
体としての資格を得ようとする者に交付す
る。
なお、令和７年10月３日から令和７年10月
15日まで（休日を除く。）においては、電子入
札システムにおいても交付する。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書にＲ
７関西空港海上保安航空基地増築等設計業務
設計共同体協定書（４の条件を満たすもの
に限る。）の写しを添付し、原則として電子
メールにより提出すること。なお、電子メー
ル送信後、必ず送信した旨を電話にて下記に
連絡すること。電話連絡がない場合は、申請
を受理しない。なお、電子入札システムによ
る申請は認めない。
（電子メール送信先）
kkr-kinki86shikaku@mlit.go.jp

（電子メールの件名）
設計共同体申請書（Ｒ７関西空港海上保安
航空基地増築等設計業務）
（電子メール送信後の連絡先）
近畿地方整備局総務部契約課調査係
電話0669421141（代表）

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

４ 設計共同体としての資格及びその審査
次に掲げる条件を満たさない設計共同体につ
いては、設計共同体としての資格がないと認定
する。それ以外の設計共同体については、「競争

参加者の資格に関する公示」（令和６年10月１日
付け国土交通省大臣官房会計課長、国土交通省
大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令和６年
10月１日付け公示」という。）６（測量・建設コ
ンサルタント等業務）のからまでに掲げる
項目を確認したうえで設計共同体としての資格
があると認定する。
 組合せ 構成員の組合せは、次の条件に該
当する者の組合せとするものとする。
１）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
２）近畿地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における令和７・８年度建築関係建設コン
サルタント業務に係る一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていること。（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更
生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、近畿地
方整備局長が別に定める手続に基づき一般
競争（指名競争）参加資格の再認定を受け
ていること。）
３）近畿地方整備局長から建設コンサルタン
ト業務等に関し指名停止を受けていないこ
と。
４）令和６年10月１日付け公示５（測量・建
設コンサルタント等業務）のからまで
に該当しない者であること。

 業務形態
１）構成員の分担業務が、業務の内容により、
Ｒ７関西空港海上保安航空基地増築等設計
業務設計共同体協定書において明らかであ
ること。
２）一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことが、Ｒ７関西空港海
上保安航空基地増築等設計業務設計共同体
協定書において明らかであること。

 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、Ｒ７関西空港海上保安航空基地増築
等設計業務設計共同体協定書において明らか
であること。

 設計共同体の協定書 設計共同体の協定書
が、「建設コンサルタント業務等における共同
設計方式の取扱いについて」（平成10年12月10
日付け建設省厚契発第54号、建設省技調発第
236号、建設省営建発第65号）の別紙１に示
された「設計共同体協定書」によるものであ
ること。

５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い
４２）の認定を受けていない者を構成員に
含む設計共同体も２及び３により申請をするこ
とができる。この場合において、設計共同体と
しての資格が認定されるためには、４２）の
認定を受けていない構成員が４２）の認定を
受けることが必要である。４２）の認定を受
けていない構成員が、当該業務に係る技術提案
書の提出の時までに４２）の認定を受けてい
ないときは、設計共同体としての資格がないと
認定する。
６ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書（建設コンサルタ
ント業務等）」により通知する。
７ 資格の有効期間
６の設計共同体としての資格の有効期間は、
設計共同体としての資格の認定の日から当該業
務が完了する日までとする。ただし、当該業務
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
業務に係る契約が締結される日までとする。
８ その他
 設計共同体の名称は、「Ｒ７関西空港海上保
安航空基地増築等設計業務 ・××設計共
同体」とする。
 当該業務に係る特定手続に参加するために
は、技術提案書の提出の時において、設計共
同体としての資格の認定を受け、かつ、当該
業務の「公募型プロポーザル方式に係る手続
開始の公示（建築のためのサービスその他の
技術的サービス（建設工事を除く））」（令和７
年10月３日付け支出負担行為担当官近畿地方
整備局長）に示すとところにより技術提案書
の提出者として選定されていなければならな
い。

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和７年 10 月３日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

水戸医療センター院長 米野 琢哉
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 08
〇第 02310 号（№02310）
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 導入計画物品及び数量 高精度放射線治療
システム 一式
 調達方法 購入等
 導入予定時期 令和９年３月末
 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ 強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）、定位
放射線治療（ＳＲＴ）、体幹部定位放射線
治療（ＳＢＲＴ）、画像誘導放射線治療（Ｉ
ＧＲＴ）、体表面画像誘導放射線治療（Ｓ
ＧＲＴ）による高精度放射線治療が可能で
あること。
Ｂ ４次元放射線治療による高精度放射線治
療が可能であること。
Ｃ あらゆる高精度放射線治療に対応する患
者固定具及び補助具を備えること。
Ｄ 様々な高精度放射線治療が効率良く計画
可能な放射線治療計画装置を備えること。
Ｅ 様々なモダリティの画像レジストレー
ション、スムーズな放射線治療計画レ
ビュー、コンツーリング支援などの機能を
有する放射線治療計画支援システムを備え
ること。
Ｆ 院内既存の病院情報システム（ＨＩＳ）、
放射線情報システム（ＲＩＳ）、医療用画
像管理システム（ＰＡＣＳ）に互いに接続
可能な放射線治療マネジメントシステムを
備えること。
Ｇ 高精度放射線治療に必要な品質保証及び
品質管理が実施可能な機器を備えること。
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Ｈ 治療計画用全身用Ｘ線ＣＴ装置を有する
こと。
Ｉ 装置の故障に対して連絡体制が整備され
ており、迅速な障害復旧ができるサービス
体制であること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和７年11月18日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3113193 茨城県東茨城郡茨城
町桜の郷280 独立行政法人国立病院機構水
戸医療センター 企画課長 近野 和雄 電
話0292407711 内線2015

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和７年10月３日から令和７年
11月18日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : High‑Precise Radiation The‑

rapy System 1 Set

 Type of the procurement : Purchase

 Basic requirements of the procurement :

Ａ The system must have the capability to

perform Intensity‑Modulated Radiation

Therapy (IMRT), Stereotactic Radiation

Therapy (SRT), Stereotactic‑Body Ra‑

diation Therapy (SBRT), Image‑Guided

Radiation Therapy (IGRT) and Surface

Guided Radiation Therapy (SGRT)

Ｂ The system must have the capability to

perform high‑precision 4‑dimentional ra‑

diotherapy

Ｃ The system must have various kind of

accessories and fixture device to perform

high‑precision radiotherapy

Ｄ The system must have radiation treat‑

ment planning system that create highly

accurate radiation treatment plan quick‑

ly and efficiently

Ｅ The system must be equipped with a

radiation therapy plan support system ca‑

pable of image registration of various

modality, smooth radiation therapy plan

review, and support for contouring

Ｆ The system must be connected to the

network of hospital information system

(HIS), radiology information system

(RIS) and picture archiving and commu‑

nication system (PACS), and can ex‑

change their data each other

Ｇ The system must have equipment ca‑

pable of quality assurance and quality

control for high‑precise radiation therapy

Ｈ Radiotherapy planning CT equipment

is equipped

Ｉ A contact system shall be in place for

equipment failures, and a service sys‑

temthat is quick recovery from failures

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和７年 10 月３日
国立大学法人弘前大学
契約担当役 医学部附属病院長 袴田 健一
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 02
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 導入計画物品及び数量 Well‑being研究用
大型計算機システム 一式
 調達方法 購入等

 導入予定時期 令和８年８月以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件 詳
細は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和７年11月４日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒0368563 青森県弘前市本町53
弘前大学医学部附属病院経理調達課 調達
担当 電話0172395197

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和７年10月３日から令和７年
11月４日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。詳細は導入説明書による。
５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Supercomputing Environment

for Well‑being Research 1 Set

 Type of the procurement : Purchase

 Basic requirements of the procurement :

Refer to the instructions for detail

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 4 November,

2025

 Contact point for the notice : Accounting

Procurement Division, Hirosaki University

Hospital, 53 Hon‑cho Hirosaki‑shi Aomori

Japan 0368563 Japan, TEL 017239
5197

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月３日

支出負担行為担当官
消防庁総務課長 大塚 大輔

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 件名 救助先行車資機材
 数量 29式
２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年10月24日17時00
分（郵送の場合は必着のこと）
 提出先 〒1008927 東京都千代田区霞が
関２１２ 消防庁国民保護・防災部防災
課広域応援室救助係 井上 貴弘 電話03
52537507

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月３日から令和７年
10月24日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Precede rescue vehicle tool (29

sets)

 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00, 24 October, 2025

 Contact point for the notice :

TAKAHIRO INOUE, Rescue section, Mu‑

tual Aid Management Office, Disaster Man‑

agement Division, Civil protection and Di‑

saster Management Department, Fire and

Disaster Management Agency 212
Kasumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo, 100
8927 Japan, Tel 0352537507

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月３日

東京税関総務部長 松田 真吾
◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 通関事務総合データ
通信システム更改に係る構想検討及び調達支
援業務 一式

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 5 : 00 P.M. November 18,

2025

 Contact point for the notice : Kazuo

Konno, Director, The Planning Section, Na‑

tional Hospital Organization Mito Medical

Center, 280 Sakuranosato Ibarakimachi,

Higashiibaraki‑gun Ibaraki‑ken 3113193,
Japan. TEL 0292407711 ext. 2015
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２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年10月24日17時00
分（郵便等の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1358615 東京都江東区青海
２７11 東京港湾合同庁舎内東京税関総
務部会計課調達専門官 茂田 尚良 電話
0335996240

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月３日から令和７年
10月23日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
 交付条件 仕様書案を交付するにあたり、
本件調達物品の機密保持の必要性から、本件
調達に係る「機密保持に関する誓約書」を提
出した者に対してのみ、仕様書案を交付する。

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Conceptual planning and consult‑

ing service according to renewal of

Customs Integrated Data Communication

System, 1 Set.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 PM 24 October 2025

 Contact Point for the notice : SHIGETA

Naoyoshi, Procurement Section, Account‑

ing Division, Tokyo Customs, 2711,
Aomi Koto‑ku 1358615 Japan, TEL 03
35996240

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月３日
支出負担行為担当官
国税庁長官官房会計課長 西尾 尚記

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27、133
 購入等特定役務及び数量 コールセンター
運用業務等の委託 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年10月27日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008978 東京都千代田区霞が
関３１１ 国税庁長官官房会計課契約第
一係

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月３日から令和７年
10月27日まで。
 交付場所 上記２に同じ。ただし、仕様
書（案）は「調達ポータル」を利用して入手
することができる。

４ 仕様書案の説明会
開催日時及び場所 令和７年10月15日14時00
分 国税庁第五会議室
５ 問い合わせ先
国税庁長官官房会計課契約第一係 坂本
拓 電話0335814161 内線3644

〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 件名及び数量 国税総合管理システム（Ｋ
ＳＫ２）のＡＩＯＣＲ機器の借入等 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年10月24日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008978 東京都千代田区霞が
関３１１ 国税庁長官官房会計課契約第
二係

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月３日から令和７年
10月24日まで。

 交付場所 上記２に同じ。ただし、仕様
書案は「調達ポータル」を利用して入手する
ことができる。

４ 仕様書案の説明会
開催日時及び場所 令和７年10月15日10時30
分 国税庁第五会議室
５ 問い合わせ先
国税庁長官官房会計課契約第二係 吉田 夏
希 電話0335814161 内線3645
６ Summary No. 2

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

rent : Borrowing AI‑OCR equipment for the

NTA Comprehensive Information Manage‑

ment System KSK2 1 set.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 24 October 2025

 Contact point for the notice : YOSHIDA

Natsuki Procurement Section, Accounts Di‑

vision, Commissioner's Secretariat, Nation‑

al Tax Agency, 311, Kasumigaseki,
Chiyoda‑ku, Tokyo, 1008978, Japan. TEL
0335814161 ex. 3645

意見招請に関する公示
次のとおり調達に関する仕様書案の作成が完了
したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月３日
国土交通省大臣官房会計課長 黒須 卓

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75、78
 調達等件名及び数量
中央合同庁舎第３号館等施設管理業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年10月23日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008918 東京都千代田区霞が
関２１３ 国土交通省大臣官房会計課
吉原 佑貴 電話0352538111 内線
21797

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月３日から令和７年
10月23日まで。
 交付場所 上記２に同じ。

４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 75, 78

 Nature and quantity of the services to be

required : Facility management operations

at Central Government Building No. 3

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00, 23, October, 2025

 Contact point for the notice :

YOSHIWARA Yuki, Budget and Accounts

Division, Minister's Secretariat, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 213 Kasumigaseki, Chiyoda‑ku,
Tokyo 1008918 Japan TEL 035253
8111 ex. 21797

意見招請に関する公示
次のとおり調達物件の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月３日
最高裁判所事務総局経理局長 染谷 武宣

◎調達機関番号 003 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 民事訴訟手続の
デジタル化に係るｅ提出・ｅ記録管理システ
ム及びｅ事件管理システムの運用保守等一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年10月24日正午
（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1028651 東京都千代田区隼町
４２ 最高裁判所事務総局経理局用度課調
査係 小池 電話0332645873

３ 仕様書案の交付
 交付期間 公示日から上記２まで。
 交付場所 本公告の日から電子調達システ
ムに掲載する。

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation and maintenance of

e‑filing e‑record management systems and

e‑case management systems related to the

digitalization of civil litigation procedures,

1 contract

６ Summary No. 1

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27, 133

 Nature and quantity of the services to be

required : Regarding the consignment of

Call‑center management services 1 set.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 27 October 2025

 Contact point for the notice :

SAKAMOTO Taku Procurement Section,

Accounts Division, Commissioner's Sec‑

retariat, National Tax Agency, 311,
Kasumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo, 100
8978, Japan. TEL 0335814161 ex. 3644
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 Time‑limit for the submission of com‑

ments : Noon, October 24, 2025

 Contact point for the notice, delivery of

the specifications, and the submission of

comments : KOIKE, Research Section, Sup‑

plies Division, Financial Bureau, General

Secretariat, Supreme Court, 42
Hayabusa‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 102
8651, Japan, TEL 0332645873

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月３日

独立行政法人国際協力機構
契約担当役 理事 小林 広幸

◎調達機関番号 567 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 調達物品・サービス及び数量 20262028
年度若年層向け広報に関する企画・実施業務
一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年10月31日
 提出先 〒1028012 東京都千代田区二番
町５25二番町センタービル 独立行政法人
国際協力機構 国際協力調達部契約推進第三
課 電話0352266609
電子メールアドレス：e̲sanka@jica.go.jp

３ 仕様書案の掲載
 掲載開始日 令和７年10月３日
 掲載場所 https://www.jica.go.jp/

about/announce/buppin/koji2025.html

４ Summary

 Classification of the services and prod‑

ucts to be procured : 73

 Nature and quantity of the services／
goods and products to be required : Plan‑

ning and implementation of public relations

activities targeting young people for the fis‑

cal years 20262028, 1 set
 Time Limit for submission of comments :

12 : 00 31, October, 2025

 Contact point for notice : Procurement

Promotion Division 3 Procurement Depart‑

ment, Japan International Cooperation

Agency, Niban‑cho Center Building, 525,
Niban‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 1028012
Japan, Tel. 0352266609

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和７年 10 月３日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

金沢医療センター院長 阪上 学
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 17
〇第 06015 号（№06015）
１ 調達内容
 品目分類番号 ７、22、31
 購入等物品及び数量 検体検査管理単価契
約

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和７年11月４日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒9208650 石川県金沢市下石引
町１１ 独立行政法人国立病院機構金沢医
療センター 企画課長 沖垣内一幸 電話
0762624161 内線2431

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和７年10月３日から令和７年
11月３日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 7, 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

required : Clinical Laboratory Test Man‑

agement Unit Price

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 November 4, 2025

 Contact point for this notice : Kazuyuki

Okigaito, Manager of the Planning Divi‑

sion, National Hospital Organization Ka‑

nazawa Medical Center, 11 Shimois‑
hibikimachi, Kanazawa City, Ishikawa‑ken

9208650, Japan. TEL ＋8176262
4161 ext. 2431

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和７年 10 月３日

契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
執行役 山田亮太郎

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 随意契約に付する事項 ゆうちょ総合情報
システム（事務センターシステム）のＢＰＭ
Ｓ開発推進作業の委託（2027年１月向け）

２ 随意契約の予定日 令和７年10月24日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｄ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社ＮＴＴデータ

５ 担当部 〒1008793 東京都千代田区大手町
二丁目３番１号大手町プレイスウエストタワー
株式会社ゆうちょ銀行コーポレートスタッフ
部門総務部（契約担当）担当 花澤 洋一 電
話0334771710

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation of BPMS development

promotion, Japan Post Bank Total Infor‑

mation System (Japan Post Bank Operation

Center System), for releasing in January

2027

 Expected date of the Contract award : 24

October 2025

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : d Interc‑

hangeability

 Contact Point for the notice : Youichi

Hanazawa, General Affairs Department,

Corporate Administration Division,

JAPAN POST BANK Co., Ltd. Otemachi

Place Westtower 231 Otemachi

Chiyoda‑ku Tokyo 1008793, Japan. TEL
0334771710

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和７年 10 月３日 独立行政法人高齢･障害･求職者雇用支援機構

岐阜支部契約担当役支部長 籾山 泰秀
（岐阜県土岐市泉町定林寺字園戸963―２）

［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 617 ◎所在地番号 21
13 訓練用機器（ターニングセンタ）の調達（東海能開大） 一式 購入等 一般 
7. 7.31 下野機械株式会社 岐阜県岐阜市戎町４丁目14番地 43780000円  7. 6. 3
最低価格
13 訓練用機器（普通旋盤）の調達（岐阜職業能力開発促進センター） 一式 購入等 
一般  7. 7.31 株式会社紅和 東京都世田谷区用賀３25181205 128150000円 
7. 6. 3 最低価格
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